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エレクトロニクスと工ンタテインメントの椙乗効果を示す 例として

ソニーの高精細度ビデオシステムと先端技術が

ソニー・ピクチャーズ・八イ・デフイ二ション・センターにおいて

マイケル・ジャクソンのアルバム「テ、ンジ、ヤラス」の

プロモーションフィjレムの製作に使用されました。
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ソニー株式会社および連結子会社

営業成績

会計年度

売上高および営業収益(注記3)

営業利益(注記3)

税引前利益 (注記3および4)

当期純利益(注記4)

子会社株式売却益を含まなし、当期純利益

1株当り :

当期純利益

現金配当金

会計年度末

資本勘定

総資産

従業員数

1株当りの金額以外の
単位:百万円

1992 1993 

-￥3 ，928 ，667 

179,549 
216,139 
120,121 
58,577 

￥ 293 . 1 

5 0.。

-￥ 1 ， 536 ，795 

4,911 ,129 

119,000 

￥3，992，918 

126,460 
92,561 
36,260 
36,260 

￥ 92.2 

50.。

￥1，428，219 

4,529,830 

126,000 

l株当りの金額以外の
単位:千米ドル(注記1)

増減率
1993/1992 1993 

十1. 6%

-29.6 

-57.2 

-69.8 

-38.1 

-68.5 

-7.1 

-7.8 

$34,421,707 

s 

1,090,172 
797,940 
312,586 
312,586 

0.79 

0.43 

$12,312,233 
39,050,259 

注記:l.米ドノレ金額は、便宜上、 1993年 3 月 31 日現在の東京外国為替市場での円相場 l 米ドノレ二 116円で換算しています(連結財務諸表注記 2 参照)。

2 . 1993年 3 月 31 日現在の連結子会社は749社、持分法適用会社は23社です。

3.1992年 3 月 31 日に終了した年度の連結損益および剰余金結合計算書のうち一部の科目を、 1993年 3 月 31 日に終了した年度の表示に合わせて組替え再表示してい

ます。

4. 1992年 3 月期の「当期純利益」および「税引前利益」には、子会社株式売却益6l. 544百万円が含まれています (35ページ注記 4 参照)。
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当年度の世界経済は、米国経済が年度後半より緩やかな回復基調に向かいましたものの、欧州につきまして

は、高金利および通貨混乱などによる企業の設備投資や個人消費の減退なEにより、景気後退はますます深

刻の度を増してまいりました。日本経済につきましでも、 1992年 8 月には政府による総合経済対策が打ち出さ

れ、財政・金融両面からさまざまな景気浮揚策が実施されましたが、個人消費の極度の冷え込み、民間設備

投資の大幅な減退、株式市場の極めて低調な推移など、不況の様相は一段と深まってまいりました。

.このような経済環境に加え、日本のAV機器市場の 4 年にわたるマイナス成長、価格競争の一層の城烈

化、米ドノレに対する急、激な円高の進行(対米ドノレ平均レートは前年度に比べて約 6%の円高)、および1992

年 9 月の通貨危機に端を発した欧州各国通貨の円に対する大幅な下落など、当社を取り巻く事業環境は、

近来まれにみるほど深刻なものとなりました。 こうした環境に対処するため、当社は、販売活動のより一層の強

化、全部門にわたる合理化・効率化、在庫の削減、設備投資の厳選などに努めましたが、円高の進行による

約1 ， 540億円に上る売上(営業収益を含む)の目減りや、依然として重い減価償却費の負担などにより、連結

業績は大幅な減益を余儀なくされました。

業績概要 当年度の連結売上は、前年度に比ぺl. 6%増加し、約 3 兆9.930億円となりました。 エレクトロニ

クス、エンタテインメント分野の売上は、それぞれ前年度に比べ0 . 4%、 6 . 7%増加し、連結売上の79.2%、

20.8%となりました。

連結営業利益は、約1.260億円と、前年度に比べ29.6%減少し、当期純利益は、約360億円と前年度に比

べ69.8%の減少となりましたが、前年度の子会社株式売却益約620億円を含まない純利益との比較では、

38.1% の減少となりました。 1 株当り当期純利益は、前年度に比べ68.5%減少し、 92.2円となりました0

・欧州|および日本での売上は前年度に比べそれぞれ3.7%、 2.8%の減少となりましたが、米国での売上は

大幅な円高にもかかわらず前年度に比べ8.6%の増加となり、その他地域の売上も5.5%増と堅調に推移しま

した(現地通貨ベースでの売上は、米国のエレクトロニクス分野、レコード部門、映画部門でそれぞれ前年

度に比ぺ約14%増、約13%増、約25%増となり、欧州のエレクトロニクス分野はほぼ前年度並みとなりまし

た) 。 エレクトロニクス分野:ビデオ機器部門てやは、 VHSビデオが日本・米国で好調な売上の伸び

をみせたものの、カメラ一体型ビデオや日本の放送局用・業務用ビデオ機器事業の不振により、売上は前

年度に比べ 7.6%の減少となりました。音響機器部門てやは、ヘッドホンステレオなどが総じて低調に推移し、

売上は2 . 1%の減少となりましたものの、 1992年11月に導入した光磁気ディスクを用いて高音質のデジ、タノレ

録音・再生が可能で、 CD同様に瞬時に曲の頭出しができるランダムアクセス機能を備えたミニディスク

(MD) システムは、次世代のパーソナノレオーデ、イオシステムとして全世界で大変好評を博しました。 テレヒや部



代表取締役会長・

盛田昭夫{左)と

代表取締役社長・

大量典雄

門は、米国および、欧州、|におけるコンビューター業界の回復により、コンピューター用ディスフ。レイが好調に推

移したことから、売上が6.9%の増加となりました。 家庭用カラーテレヒ守の売上も増加し、また第 2 世代MUSE­

LSIを使用した32インチ家庭用ハイピジ、ヨンテレヒ守は日本市場において、好評を博しました。その他部門では、

光学ピックアップ。をはじめとする電子部品、フロッピーディスクドライブ、情報関連機器、電話機等の売上が

増大し、部門の売上は8.2%の増加となりました。 工ンタテインメント分野:レコード部門の売上は、

主に円高の影響により前年度とほぼ同水準にとどまりましたが、コロンビアやエピックレーベ、ノレ等に所属する幅

広いアーテイストが各分野で活躍しました。 マイケル・ボ、ノレトン、マライア・キャリ一、マイケル・ジ、ヤクソン、シャー

デーのアルバムは数百万枚の売上を記録し、グロリア・エステファン、フリオ・イグレシアス、ジ、ヨノレディ一、クリ

ス・クロス、パーノレ・シヤムなども全世界て、、好評を博しました。 日本においては、米米CLUBや Dreams Come 

Trueなどのアーティストの作品がヒットし、とりわけDreams Come Trueのアノレパムは日本のレコード業界で

史上最高の売上枚数を記録しました。 la央画部門てやは、コロンピア・ピクチャーズの「ア・フュー・ク守ツ

ドメンJrプリティ・リークソ「ドラキュラ」、トライスター・ピクチャーズの「氷の微笑」、ソニー・ピクチャーズ・クラ

シックスの「ハワーズ・エンドJrインドシナ」などのヒッ ト作に恵まれ、売上は16 . 8%の大幅な増加となりました。
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1992年の米国における年間劇場興行収入シェアは 2 年連続でトップとなる20%を獲得し、米国外におけるシ

ェアも23%を超えました。 また、テレビ事業、劇場経営およびホーム・ビデオにおきましでも、業界におけるリーダー

としての地位を堅持しております。

.エレクトロニクス分野、エンタテインメント分野の配賦不能費用控除前およびセグメント間取引消去前の

営業利益は、前年度に比べ、それぞれ37.1%、 8.5%減少し、約800億円、約600億円となりました。

.エンタテインメント分野の、支払利息、税金、減価償却費控除前の利益(EBITDA) は、約1 ， 050億円とな

りました。

・当年度の配当金につきましては、東京において1993年 6 月 29 日に開催予定の株主総会の承認を得て、 1

株につき50円(源泉税控除前)となる予定です。 1992年12月に 1 株につき25円を中間配当としてすでにお支

払いしておりますので\期末配当金は前年度と同じく 1 株につき25円(源泉税控除前)となります。

舎後の経営施策 今後の経営環境につきましては、日本・欧州諸国をはじめとする景気の停滞、長期化す

る日本のAV機器市場の不振、予想、をはるかに上回る急激な円高の進行、 :域文怜を増す価格競争など、依

然として楽観を許さない厳しい状況が続くものと思われます。このような状況のもと、当社は、エレクトロニクス分

野においては、 MDシステム、ノ、イヒ守ジョン関連機器などに代表される高品質・高付加価値製品の開発・導入

を積極的に推進し、 AV機器市場の活性化および新たな需要の創造に努めてまいります。 また、エンタテイン

メント分野においても、音楽・映像の両面から積極的な事業展開に取り組むとともに、経営全般にわたる合理

化・効率化、在庫管理の徹底、設備投資の厳選などをさらに強力に進めることにより経営基盤の強化を図り、

業績の回復に全力を尽くしてまいります。

1993年 5 月 20 日

代表取締役会長

代表取締役社長
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青色半導体レーザーの

パルス発振{室温)

当年度の研究開発費は売上高および営業収益の5.8%にあたる、 2 ， 322億円となりました。 -当社は

1946年の創業以来、常に積極的な研究開発活動を行ってきました。その成果として、民生用および放送局

用・業務用の製品から電子部品lこいだる数々の革新的なエレクトロニクス製品を生み出してきました。

研究開発拠点 当社は、基礎研究にあたる中央研究所、映像・音響技術を開発する総合研究所、新規商品

開発強化のための開発研究所、および情報通信研究所の 4 つの主要な研究所を日本に有しています。また

海外には、ハイヒ守ジ、ョン関連技術の開発を行うアドバンスト・ビデオ・テクノロジー・センター(米国、カリフオノレ

ニア州)をはじめとして、米国、イギリス、ドイツ、シンガポーノレ、オーストラリアの各国に研究開発拠点がありま

す。そのほか、日本および海外の各生産部門においてそれぞれの市場に向けた製品開発が行われています。

青色半導体レーザー 当社は、世界で初めて、青色半導体レーザーの連続発振に絶対温度77度(摂氏約

マイナス196度)の条件下で成功し、続いて、室温でのパノレス発振にも成功しました。半導体レーザーは、 CD

哲~... ・-値一一一 --'1 からの情報の読み出しゃ、 MDのような光磁気ディスクを利用したデータ

の読み出し、書き込みの際に用いられる光学ピックアップのキーコンポー

オ、ントです。現行の近赤外半導体レーザーに比ぺ短波長の青色半導体

レーザーは、同じ面積に約 3 倍の情報を読み出し、書き込むことができま

す。 ・今回の連続発振は絶対温度77度の液体窒素中て、、波長447

ナノメートノレ (1ナノメートノレ=10億分の1メートノレ)て\また、パノレス発振は室温で波長498ナノメートノレて、、成

功したものです。今後は、より高い温度における連続発振を目指し、実用化に必要な室温での連続発振に向

けて基礎技術の開発を進めていきます。

76メガSRAM 1993年 2 月、当社は16メガピットでは世界最高速となるSRAMの開発に成功したことを発

表しました。 SRAMはDRAMに比べ、構造が複雑になりますが、 高速かつ、電力消費量が少なく、読み出 し、

再書き込みによる記憶保持動作が不要という特長があります。今回開発した16メガヒ守ツトSRAMはアクセス

速度が 9 ナノ秒( 1 ナノ秒=10億分の l 秒)という高速で作動するため、スーパーコンピューターのメインメ

モリーや、ワークステーション、パソコンのキャッシュメモリーをはじめとする将来の高速メモリーのニーズに対

応することができます。

“PERM"ディスク技術 “ PERM (Pre-Embossed Rigid Magnetic)"デ、イスク技術は、当社が培ってき

たCDやMDのマスタリングとスタンピングの技術を応用することにより、ハードディスクの記録密度を高めるこ

とを可能とする技術です。表面が平坦な現行のディスクの替わりに、溝のあるディスクを採用することで、大容

量化を図り、ハードディスクの小型化を可能とします。溝があることで、隣接する トラック聞のクロストークによる

干渉が防止され、精細な位置決めパターンにより磁気ヘッ ドがトラックをより精密にトレースすることができま

す。試作機てやは2 ， 5インチのディスク 1 枚(両面)で従来の約 2 倍にあたる容量200メガバイトを達成し、将

来的には1. 5ギガノずイト( 1 ギガバイト=1. 000メガバイト)が可能となります。
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当社は製畠パッケージ

の緩衝材として、発泡

スチロールに替えて、

古紙を利用して作られ

るパルプモールドの便

用を開始しました。(写

真はカメラ一体型 8 ミ

リビデオおよびウォー

クマンのパッケージ〕

また、当社は段ボール

だけで作られたパッケ

ージの使用も開始して

います。
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オソマン層の破壊や、温暖化現象、熱帯雨林の減少など、今日、私たちは地球的規模で深刻な環境問題に直

面しています。地球環境の保全が現代の最重要課題のーってやあるとの認識から、当社はオソツ層破壊物質

(ODS) の削減や、リサイクノレ活動、社員教育など、さまざまな面でこの問題に取り組んで、います。

・1993年 3 月、当社は「ソニ一環境基本方針」を制定しました。これは、当社のあらゆる事業領域において、

環境の保全に配慮した活動を推進する枠組みを定めたものです。これを受けて、日本においては、より具体的

な施策を盛り込んだ「ソニ一環境行動計画」を作成し、そのなかで、製品アセスメントのためのガイドラインや、

環境保全のための研究活動の推進策を制定しました0

・当社は1989年以来、 ODSの削減に努めてきました。 その

結果、現在までに全世界のすべての製造事業所におい

て、特定アロン、 1 ， 1 ， 1 - トリクロロエタン、四塩化炭素の使

用を生産工程から廃止することに成功しました。

-また、当社は日本において、 1992年10月より約2 ， 500の

特約店を通じてニカド電池の回収を開始し、稀少資源の

リサイクノレに努めています 。 -米国においても、 当社

はエレクトロニクス、エンタテインメントの両分野て\環境

に配慮した企業活動を積極的に推進しています。当社は

製造設備、倉庫およびサービス施設が環境基準封筒た

しているかどうかを確認するために毎年環境監査を行っています。また、 エレクトロニクス分野において、当社は

環境保護庁が進めている33/50プログラムに参加しています。同プログラムは、 17の有害な化学物質を1988

年のレベソレに対し、 1992年までに33%、 1995年までに50%削減することを目的としたものです。 ソニー・ミュー

ジ、ツクエンタテインメント社 (SMEI)はオ、イチャー・コンサーバンシーやレインフオレスト・ファウンデーションな

Eを通じて環境保全活動を支援しています。また、ソニー・ピクチャーズ・エンタテインメント社 (SPE) も、カノレ

ノfー・シティの本社ピノレの改修にあたって、環境に配慮した技術を利用しているほか、ビデオテープの再利

用、映画やテレヒ守番組のセットを作るための木材の使用削減・再利用に努めています。 -欧州、|てやは、

当社はECの環境プログラムの一環である、共同研究開発プロジ、エクトに日系企業として初めて参加しまし

た。シュツットガノレト・テクノロジー・センターに新しく設置された環境技術グノレーフ。が、この消費者向け製品

のリサイクノレ促進を目的とするフ。ロジェク卜を担当しています。

上のため、世界各地でセミナーを開催しています。

-さらに、当社は従業員の環境意識向



ソニー・イタリア社は、

ミラノのレオナルド・

ダ・ピンチ像の修復事

業を支援しています。

当社は、社会福祉、教育、文化・芸術、国際協力、国際交流、環境保全、地域活動など幅広い領域にわたる

社会貢献活動を行ってし、ます。 .日本において、当社は、 1959年以来、理科学教育の振興のために、

全国の小・中学校に「ソニー教育資金」の贈呈を行っています。 1972年にはソニー教育振興財団を設立し、

当社と同財団は、資金およびAV機器の贈呈や、教育・研究事業の支援、先生方の国際交流などさまざまな面

で教育活動の支援を行っています。ソニー音楽芸術振興会は、国際的フェスティパノレやコンクーノレ等の開

催および協力のほか、若手音楽家に対する助成活動などを通して、クラシック音楽を中心とした音楽活動の

普及・向上を図っています。 また、障害を持つ人に、より多くの就労機会を提供することを目的に、当社と(福太

陽の家によって設立されたソニー・太陽株式会社では、障害者が、マイクロホンやオーディオアクセサリーの

製造に携わっています。さらに、より多くの社員が社会貢献活動に参加できるよう、社員の寄付と同額を拠出す

るマッチング・ギフト制度や社員のボ、ランティア休暇制度などを導入しています。 -米国てやは、教育機

関・教育事業の援助に重点が置かれています。 ソニ

一・コーポレーション・オブ・アメリカは、高等学校に

おける教育を修了した学生が、さらに高度な教育を

修得することを目的とした、新奨学制度を創設しまし

た。また、同ネ土とソニー・エレクトロニツク・ノfブリッシン

グ社は、 NFL(ナショナノレ・フットボーノレ・リーグ)と共

同てや、暴動によって大きな打撃を被ったロスアンゼノレ

スのサウス・セントラノレ地区の青少年教育センター設

立に際し、 AV機器およびコンピューターを寄贈しまし

た。 ISMEIは、教育、文化、医療活動に対す

るさまざまな支援を行っており、ニューヨークのリンカ

ーン・センターやT'J・マーテノレ 白血病・癌・エイ

ズ研究財団などに寄付をしています。SPEも社員の社会活動への参加をさまざまな形で支援しています。同

社は、本社のある地域の教育事業の振興を行っているほか、アーバン・グリーン・ファンドを設立し、ロスアン

ゼノレス都市部の緑イヒlこ協力しています。 -欧州、|てやは、豊かな文化遺産の保全活動の一環として、ソニ

一・イタリア社が、ミラノのレオナノレド・ダ・ピンチ像などの記念碑の修復事業を支援しています。また、イギリス

てやは、ペンコード・テクノロジー・センターがアーリー・バード・オペラの後援を通じて、音楽・教育活動を支援

しています。同テクノロジー・センターは、脳性麻療の子供のためにボ、パス脳センターへの寄付も行っていま

す。 ・アジアて、、は、ソニー・ホンコン社が社会基金を通じ、さまざまな福祉団体を支援しています。ソニ

一・シンガポーノレ社も、シンガポーノレの社会基金に対し寄付を行っています。 また、ソニー・エレクトロニクス・

(マレーシア)社は、さまざまなスポーツ活動を支援しています。
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置司図面圃圃圃圃圃圃圃圃圃圃圃圃圃圃圃圃圃圃圃圃E習摂栗田・・・・・・・・・・EE茸開票・・・・・・・・・・・・
テレビ部門の売上高は、前年度に比音響機器部門の売上高は、前年度比ビデオ機器部門の売上高は、前年度

ぺ6.9%増加し、売上高の15.9%を占2.1%減の約9 ， 280億円となり、売上高に比べ7.6%減少し、売上高の20 . 8%

める約6 ， 340億円となりました。米国およの23.2%を占めました。部門全体の売にあたる約8 ， 280億円となりました。 この

び欧州、|コンピューター産業の回復によ上低迷にもかかわらず、 1992年11月発減少は、カメラ一体型ビデオ市場の低

る、ソニーのコンピューター・ディスプレ売のミニテYスク (MD) システムは、世迷や日本を中心とした放送局用・業務

イに対する需要の高まりが主な要因て、、界市場てや大きな反響を呼びました。用ビデオ機器市場の不振によるもので

川
町
)
~
之
。
k
h
)
し
~
J
~
~

す。 家庭用カラーテレヒ守の売上高も竪MDシステムてやは、光磁気ディスクの持す。

実な伸びを示し、また第 2 世代MUSEつユニークな機能が人気を集めていま

デ、コーダー搭載の新型32インチ家庭す。家庭用VTR、レーザーディスクプレ

用ハイヒ守ジ、ヨンテレヒ守は、日本市場におーヤ一、放送局用・業務用ピデオ機

いて注目を集めました。CDプレーヤ一、 MDシステム、デジタ器、ハイヒ守ジ、ヨン関連機器、電子スチル

ノレオーディオテープレコーダ一、ハイカメラ、ビデオテープ

カラーテレピ/モニタ一、ハイピジ、ョンフアイコンポーオ、ント、ミニコンポーオ、ン

関連機器、 CS/BS放送受信システム、トステレオ、ヘッドホンステレオ、ラジオカ

フ。ロジ、エクタ一、業務用ディスプレイ、セットテープレコーダ浄一、テープレコー

大型映像装置タ守一、ラジオ、カーオーディオ、カーナピ

ゲーションシステム、トランシーノ f一、プ

ロ用音響機器、オーディオテープ

EE図面・・・・・・・・・・・
コロンビア、エヒ。ック、エピック・アソシエ

-四望=箇司目函・・・・・・・・・・・・・・・
映画部門の売上高は、前年度に比べイテッド、エピック・サウンドトラックス、カ

レコード部門の売上高は、前年度に比

16.8%増加し、売上高の9.6%にあた
オス・レーベノレ、ソニー・クラシカノレ、ソ

ぺわずかに0.7%減少し、売上高の

る約3 ， 850億円となりました。ソニー・ピ
ーホー・スクエア、トライスター・ミュージ、

11.2%にあたる約4 ， 470億円となりまし

クチャーズ・エンタテインメントネ土はック・グループ、ソニー・ワンダー(家
た。幅広い分野のアーテイストが活躍

数々のヒット作品を生み出し、またテレ
庭用音楽・ビデオ)なEさまざまなレー

し、なかでもマイケノレ・ボノレトン、マライ

ピ事業、劇場経営、ホーム・ビデオとい
ベルから成るソニー・ミュージ、ツクエン

ア・キャリ一、マイケノレ・ジ、ヤクソン、シヤ

った映画以外のピジオ、スも好調でし
タテインメント社および(栂ソニー・ミュー

ーデーは世界的に人気を集め、数百

た。 「ア・フュー・クゃッドメンJrフ。リティ・リ
ジックエンタテインメント

万枚の売上を記録しました。 日本て、、は、

ー
内
之
し
~
ミ
之
~
て
B
N
K
L
~
h
之
匂

ーグJr ドラキュラJr氷の微笑Jrノ、ワ米米CLUBやDreams Come True 

ーズ・エンドJrインドシナ」といったイ乍品の作品が大ヒットしました。

は、興行的に成功するとともに高い評価

を受けました。
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医鎚血・・・・・・・・・・・・・・
その他部門の売上高は、前年度に比

べ8 . 2%増加 し、売上高の19.3%にあ

たる約7 ， 720億円となりま した。光学ピッ

クアッフ。をは じめとする電子部品、 フロッ

ピーディスクドライブ、 情報関連機器

や電話機が売上高の増加に貢献しま

した。

半導体、 各種電子部品、情報関連機

器、通信関連機器、 コンピューターおよ

び周辺機器、 FAシステム、各種アクセ

サリー

コロンピア ・ ピクチャーズ、 トライスター・

とγチャース'~yニー・ ピクチャースコク

ラシックス、トライアンフ・リリーシング、コ

ロンピア・トライスター・フィルム ・ディスト

リピューターズ ・インターナショナノレ、コ

ロンピア ・ ピクチャーズ・テレピジ、ョン、ト

ライスター・ テレビジョン、 マ ープ・グリ

フィン・エンタープライズ、 コロンピア ・ ピ

クチャーズ・テ レピジ、ョン ・ ディス トリ ビ

ューション、コロンビア・トライスター・イン

ターナショナノレ ・テ レピジョン、 コロンピ

ア・ト ライスター・ホー ム ・ピデオ、 ロ ウ

ズ ・ シアター・ マネジ、メントネ土、ソニー・ ピ

クチャーズ・スタジオから構成されてい

るソニー・ピクチャーズ・エンタテインメ

ント社

主 ・・

9U 

主・

9U 

三・

') 

主・

レコード部門売上高(単位 : 十億円)

'93 

'92 

'91 

'90 

'89 

・コロンビア ・/1 ウス社の/99/年 1月日日以降の売上高は含まれていませんD

映画部門売上高(単位: 十億円)

'93 

'92 

'91 

'90 93* 

-コロンビア・ピクチャーズ・エンタテインメント社および

グーパー ・ピーターズ・エンタテインメント社買収以降の売上高

圃 1・

LIL・.

b19 

目a 黒88

340 

329 

258 

“ l)'lU  

K%  

908 

928 

.国 2

KR 

h"SLI 

447* 

450* 

476* 

455 

385 
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~quipment 

ビデオ機器
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Bミリビデオ:当年度じおいては、日

本、欧州、|を中心としたカメラ一体型

ビデオ市場の低迷により売上は減

少しました。このような環境のもと、当

社は、お客様の多様な要望にお応え

するべくカメラ一体型 8 ミリビデオの

ラインアップを拡充し、市場の活性

イヒを図りました。

11992年 9 月、 3 板式CCDを家庭

用として初めて搭載した高画質ハイ

エイト方式カメラ一体型 8 ミリピデオ

を発売しました。さらに、同月、新開発

の小型リチウムイオンノfッテリーをカ

メラ本体に内蔵することにより、一層

の小型・軽量化を実現したハイエイ

ト方式カメラ一体型 8 ミリビデオを発

売しました。この機種は、別売の“ハ

ンデ、イカムステーション"により、ノ{y

テリーを本体からはずすことなく充電

ができることに加え、本体を“ハンディ



高画賓と簡単操作により、ソニーのVHS方式ビデオ

は、世界中で好評を樽しています.01993年春には、リモコ

ンをより使いやすくした新機種をラインアップに加えま

したD

カムステーション"1 こ置くだけで\特別

なアダプターの使用や煩雑な接続

をすることなく、ビデオを簡単に再生

することが可能となりました。 当社は、

1993年春より、このモデルの海外市

場への導入を開始しました。

家庭用l/êインチVTR・レーザーテ、イス

クプレーヤー:簡 単操作を実現した

VHS方式ビデオのラインアップの

強化を図り、日本でのAV機器市場

の低迷にもかかわらず、大幅に売上

を伸ばしました。 また、レーザーディス

クプレーヤーについては、 CDも再生

できるマルチディスクプレーヤーに

カラオケ機能を搭載した機種や、オ

ートリバース機能を改善した機種な

どを新たに導入しました。 1993年 5

月、当社は、日本において片面 1 時

間、合計 2 時間の再生が可能な

MUSE方式ハイヒ守ジ、ヨンレーザー

ディスクフ。レーヤーを発売しました。

現行のハイヒずジ、ヨン放送にハイビジ

ョンソフトを力日えることにより、ノ、イビジ

ョン事業の普及に努めてし、ます。

この小型で操作が簡単なハイエイト方式カメラ一体型B

ミリビデオおよび“八ンディカムステーション"は、簡単

に充電ができるとともに煩雑な接続なしでビデオの再

生を楽しむことができます。
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デジタル・レコーディング機能を備えた“デジタル・ベー

タカム "は、 優れた画質とデジタル・サウンドを送り出し

ます。これらのレコーダーは、 “ベータカム "や“ベータカ

ムSP"で記録されたテープを再生することが可能で、

デジタル技術の数多くの長所を発揮させながら既存の

テープ・ライブラリーも活用できます。

7993年 5月に日本で導入されたこのハイビジョンレー

ザーディスクプレーヤーは、ハイピジ‘ョンテレビと組み

合わせることにより、 きわめて高画質の映揮を楽しむこ

とができます。ハイビジョンの画質は、 35ミリフィルムに

迫るものであるため、家庭での映画鑑賞がさらに楽しい

ものになると期待されています。なお、ソニー・ピクチャ

ーズ・エンタテインメント社のrアラビアのロレンス//t'

グジ_Jrブリティ・リーグ」などのソフトが発売されまし

た。

12 

放送局用・業務用ピテ:オ機器: 当社は、

放送局用 ・業務用ビデオ機器の分

野において、スタジオカメラ、ビデオス

イッチャ 一 、 D - 1 /D ・ 2 デジタノレ

VTR、“ベータカムSP"VTRなどの

新機種を導入することにより、業界リ

ーダーの地位を堅持しています。

・ 1982年に発売した当社のコンパク

トなカメラーイ本型ピデオ“ベー タカ

ム"は、電子ニュース取材や屋外番

組制作を大きく変化させました。続い

て1987年には、メタルテープを採用

した“ベータカム SP"を導入し、“ベ

ータカム"VTR は、事実上放送業

界の世界的な標準フォーマットとなり

ました。放送業界のもう一つの大きな

流れとして、デ、ジ、 タノレ ・ レコー デイン

グへのシフ トが加速しており、“デジ

タノレ ・ ベータカム"フォーマット実現

への要望も高まってきました。 こう した

要求に応えるべく、当社はコンポーオ、

ントデジ、タノレ記録方式を採用 した

“デジ、タノレ ・ ベータカム"レコータやー

および、プレーヤーを開発しました。 こ

れらは、アナ ロ グ方式の“ベータカ

ム"および“ベータカムSP"で記録さ

れたテープの再生機能を持ち、現

行システムをそのまま保ちながら段階

的にアナログからデジタルへのグレ

ー ドアップが図れます。 “デジ、 タノレ ・

ベータカム"は、 1993年 4 月、米国ラ

スベガスで開催された放送機器展

(NABショー)に出品され、大きな反

響を得ました。 また、 1994年ノノレウェ

ーで開催される冬季オリンピックの

放送取材、編集、送出用公式フォー

マッ トに採用されました。 1993年夏よ

り、欧州、陀皮切りに全世界で発売さ

れる予定です。

ピテ:オテープ: 当年度においては、当

社は、高画質 ・高音質化への要望

に応え、ビデオテープのラインアップ

をさらに強化しました。 1992年 9 月、

独自のノ、イノfッキンク守技術を採用 し

た好評のVHSビデオテー プ“V"シ

リ ーズの新製品を導入しました。 ま

た、 8 ミリビデオテープにおいても、

1993年 4 月に、画質の向上と長時

間化 ( 180分)を実現した蒸着型の

新製品を発売しました。



I:quipment 

音響機器

00プレーヤー: 1982年10月に当社が

世界初の家庭用 CDプレーヤー

を発売して以来、 10周年を迎えまし

た。 CDピジオ、スは、据置およびポー

タブノレタイプから、車載用、複合機

種lこいたるまで、幅広く積極的な新

製品の導入を図り、急成長してきまし

た。

当年度においても、普及価格機種、

カラオケ機能付き機種から高級機種

まで幅広いラインアップのモデノレを

発売 しました。また、ラジオカセットテ

ープレコーダーとの複合タイプで

は、リモコン操作により本体が聞き手

の方向に向き、距離に応じて自動的

に最適な音質と音場に調整する機能

を採用した新機種を発売しました。

.さ らに業務用分野てやは、 1992年11

月、新開発“スーノfーヒマットマッピン

グ (SBM) "方式による高音質CDソ

フト制作システムを発売しました。この

システムにより、より高音質のCDソフ

トが制作可能になり、高音質の音楽

メディアとしてのCDの地位を一層高

めることになります。

ミニディスク(MO)システム: 1992 年

11月 、当社は新しいパーソナルオー

ディオシステム ミニディスク (MD)

システムを発売し、世界中で大変好

評を博しています。MDシステムは、カ

ートリッジに収納された直径64mm

の小型光磁気デ、イスクを使用し、最

大74分の高音質デ、ジ、タノレ録音・再

生が可能です。ディスクメディアの

特長であるランダムアクセス機能とカ

セッ トテープの携帯性・耐振性を兼

ね備えたことに加え、一枚のディスク

上て、、思いのままに曲順の入れ替えが

できるなど多彩な録音機能を装備し

ています。

リニアスケーテインク、5 トレイメカ採用の 5枚00チェ

ンジャーを搭載したミニコンポーネントステレオは、長

時間連続再生を可能とし、 00からテープへの編集・録

音を容易にしました。
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1992年11月、 90mHz“八イデンシティ・リニアコンパー

ター・システム"の搭麓によりノイズを最低限に抑える高

級00プレーヤーを日本において発売しました。この機

種は、S8Mで録音された高音質00ソフトのより忠実

な再生に適しています。

14 

-当社は録音・再生が可能な携帯

型の“MDウォークマン"をはじめ、車

載用のMDプレーヤ一、チューナー

・スピーカー・アンプ一体型、さらに

据置型を導入するなE、 MD市場拡

大のため積極的な商品展開を行っ

ています。ソフトウェアについては、ソ

ニー・ミュージックエンタテインメン卜

社をはじめ、世界中の多数のレコー

ド会社から発売され、当社をはじめ

他のメーカーから録音用ディスクが

発売されています。

ミニコ'Yïf{ーネントステレオ: 5枚のCD

が楽しめる新開発のリニアスケーティ

ング方式チェンジ、ヤーメカニズムを

搭載した機種をはじめ、多彩な商品

展開を図ってきました。また、プロ用に

開発されたDSP(デFジ、タノレ・シグナ

ノレ・プロセッサー)を採用し、音質・

音場の調整をデ、ジ、タノレ信号処理てホ

行うことができる高級機種を発売しま

した。
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当社か開発したCO/MOデジタルマスターディスクレ

コーダーは、新開発5.25インチ片面光磁気ディスクを使

用しています。瞬時に編集ポイントの頭出しができるラ

ンダムアクセス機能により、テープを使った高速早送

り/巻き戻し機能を寵用するよりも短時間での編集作

業が可能になります。

1992年11月、直径B4mmの光磁気ディスクを用いてデ

ジタル録音・再生が楽しめるMOシステムを発売しまし

た。ポータブルタイプの“MOウォークマン"は、豊富な

デジタル録音機能により、お客様独自のMOの編集・制

作を可能にしました。また、半導体メモリーの便用により

耐振性に優れ、屋外で気軽にデジタルサウンドを楽しむ

ことができます。

Digi匂iM60
守 2町 niDisC MD\I\ん60

‘__・..~ ..-・.
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<< to..__ 
. ..・・・00..橋.

ヘッド木ンステレオ:当社は、世界初

のヘッドホンステレオ“ウォークマン"

の発売以来、常にお客様のさまざま

な要望にお応えする魅力的な商品

の導入を図ってきました。当年度にお

いても、連続再生時間の大幅な長時

間化を実現したモデルや、聞きたい

部分を繰り返し再生でき、語学学習

に適した新機種などを発売しました。

デジタルオーテ、イオテープ(OAT)~機器:

1993年 3 月、当社は、従来より小型

.省電力化を図った“DATウォーク

マン"をはじめとする、 DAT機器のラ

インアッフ。を拡充しました。このニュー

モデルは、構造をシンフ。ノレにするノン

トラッキング方式の長所を最大限に

生かし、また高密度実装の 4 層基

板を組み込んでやし、ます。

力一オーディオ:カ一方ーデベ方分野

でも、デジ、タノレ化がますます進んで

います。当社て、、は、積極的に CD、

MD、 DATなどのデジ、タノレ機器を開

発するとともに、車内での理想的なリ

/ 

スニング環境を創り出すため、新製

品にはDSP技術を採用しています。

その他の音響機器:オーディオカセット

テープについては、引き続き耐振性

など基本的な性能の向上を進めると

ともに、ラインアッフ。を一層充実させま

した。プロ用音響機器については、マ

ノレチチャンオ、ノレデ、ジタノレオーディオ

レコーダ'一、 CD/MDマスタリンク守シ

ステム、マイク、各種エフェクターなど

の製品が、世界中のレコーデイング

スタジオ、放送局、プロダクションハ

ウスなどから高い評価を受けていま

す。 1993年 4 月、当社は、専用の

5.25インチ片面光磁気デ、イスクを用

いたCD/MDマスタリング用デジタ

ノレオーディオディスクレコータρーを

開発しました。このレコーダーは、デ

ィスク内編集が可能なため、従来 2

台のテーフ。デッキて、、行っていた編

集作業を本機 1 台で行うことがで

き、レコーデイングスタジオでの作業

時聞を飛躍的に短縮させます。当社

は、この機種を米国ラスベガスて、、開

催された放送機器展 (NABショー)

に出展し、好評を博しました。
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当社は、 1992年夏、カタールのカリファ・スタジアムに既

設の白黒スクリーンに替わる大型映像装置“ジャンボト

ロン"を納入しました。中近東に初めて設置された“ジャ

ンポトロン"は、カタールのみならす近隣諸国のメディア

でも好意的に紹介されました。中近東の強烈な太陽光

線のもとでも見える鮮明な画質と摂氏50.度を超える環

境でも使用に耐えるように施された特別な冷却装置に

より、按術的にも高い評価を受けました。

家庭用カラーテレビ: 1991年に導入し

た“スーノfートリニトロン"ブラウン管

は、フラットな画面の採用により、視野

角が拡大し、映像を忠実に再現しま

す。“スーノfートリニトロン"ブラウン

管は、従来の“トリニトロン"ブラウン

管よりさらに解像度を高め、鮮明な画

像を映し出します。当年度において

は、世界市場に“スーパートリニトロ

ン"を搭載したカラーテレビを導入し

ました。これらの機種は、音質面てやは

中音域の明瞭度を高めた新スピー

カーを搭載しています。

・1972年に、米国カリフオノレニア州

サンディエゴに当社初の海外テレ

ビ工場を設立して以来、市場のある

所で生産するという当社の基本的な

方針は変わっていません。海外にお

けるテレヒ守事業を推進するために、日

本、米国、欧州、東南アジアにおいて

ブラウン管の製造から組立にし、たる

までの一貫した生産体制を確立して

います。これらに加え、世界各地のお

客様の要望に、より適した製品を提

供するために、現地での部品調達や

設計も実現してし、ます。

八イビジョンテレピ:画面の縦横比率

9 : 16、 1 ， 125本の走査線を持つハ

イヒ守ジ、ヨンテレビは、高精細で鮮や

かな映像を再現します。当社は、長

年ハイヒマジ、ョンの研究開発を続け、

近年では、積極的に家庭用ハイピ

ジ、ヨン事業を推進しています。 1992年

7 月、日本においてMUSEデコー

ダー搭載フノレスペック32インチ家庭

1992年10.月、日本においてCS/BSチューナー内蔵

“スーパートリニトロン"ブラウン管搭載カラーテレビを

発売しました。同時にBS放送機器をはじめ、告種AV

機器と接続し、集中操作が可能なテレビスタンドも発売

しました。
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“トリニトロン"マルチスキャン・カラー・コンビューター・

ディスプレイ・モニターは、大型画面および高精細ディ

スプレイの長所と小型デスクトップモニターの鮮明さ、

低コストを兼ね備えています。マルチスキャン機能によ

り、種々のビデオ周波数のデスクトップコンビューター

に使用した場合でも“トリニトロン"モニターの優れた機

能が活かされ、デスクトップパフ、リシング、表計算、

CAO/CAMなどの中型ディスプレイに最適です。

1993年 4 月、低価指化を実現したMUSEデコーダー

搭載フルスペック32インチ家庭用八イピジ‘ョンテレビを

日本で発売しましたoこのニューモデルは、 1992年 7月

発売のモデルと同様、高精細で鮮明な映像を再現しま

す。低価楢佑を実現するため、スピーカーを 3 個から E

個に減らすとともにMUSE-NTSCコンパーターを

オプションとしました。

18 

用ハイ ヒ守ジ、 ョンテ レヒマを発売 し ま し

た。 1993年 4 月には、機能を絞り込

むことで低価格化を実現したモデル

を日本で発売 しま した。 ともにハイ ピ

ジ、ョン放送の受信が可能て\ハイビ

ジョンレーザーディスクプレーヤー

や将来発売されるハイ ヒ守ジ、ョン機器

とも接続できる性能を有しています。

業務局プロジェクター: フ。 ロジェクター

システムは、 空港、公共施設、 イ ベン

ト、会議、プレゼンテー ションなどで

幅広く利用されています。当社は、世

界の業務用プロ ジ、エクター市場に

おいて、 業界リ ーダーの地位を獲得

しています。

1992年 7 月、日本の新千歳空港タ

ーミナノレヒワレに世界最大級のハイピ

ジ、ョン対応のマノレチプロジ、エクション

システムが設置されま した。 こ のマノレ

チディスプレイシステムは、マルチス

キャンリ アプロ ジ、エクター30台から

構成され、 ハイピジ、ヨン放送が受信

可能です。

業務用ディスプレイ: 当 年度、 業務用

ディスプレイは、米国を中心に大きく

売上を伸ばしま した。当社の“ ト リ ニ ト

ロン"カラーディスプレイは、その高来青

細度を非常に高く評価され、各国の

コンピューターメーカーに十采用され

ているほか、放送局用 ・ 医療用などさ

まざまな分野で幅広く使用されてい

ます。

主に航空管制システムと して利用さ

れている超高解像度“ トリニトロン"デ

ータディスプレイモニター は、 CAD/

CAMなどの分野で活用が拡大しつ

つあります。 また、このデータディスプ

レイ モニター は、 1992年12月には米

国、 サンテY エゴ工場においても生

産が開始されました。

大型映像装置: 大型映像装置“ジマ

ンボトロ ン"は、その高画質 ・ 多機能

が高く評価され、 1992年スペインセ

ピリア万国博覧会やパノレセロナオ リ

ンピックの公式大型ディスプレイ とし

て認定され、両会場に設置されたほ

か、 1992年夏、カターノレの首都ドー

ハのカリ ファ ・スタジアムに中近東で

初めて納入されるなど、 活発なピジオ、

ス展開を図ってき ました。



その他 半導体: 当社は、バイポーラIC、 MOS

IC、 CCDを中心に半導体の生産を

行っており、当年度の半導体生産

額は約1 ， 900億円となりました。

当社は、半導体がエレク トロニクス

ピジオ、スを支える上で重要で、あると

の認識のもと、半導体の研究開発に

力を注いできました。 1993年 2 月に

米国サンフランシスコて、、開催された

ISSCC(国際固体回路会議)におい

て、当社は、 16メガピットとしては世界

最高速のSRAMの開発に成功した

ことを発表しました。 1993年 4 月に

:寺巡~~È~: ':~
-ε'f!..:_-:-';";"!i ムゴ..-

は、神奈川県の厚木テクノロジーセ

ンターに超LSI研究のための新棟を

竣工しました。

電子9ßá3: CDフ。レーヤー用光学ピッ

クアップは、 1982年のCDプレーヤ

一発売以来、累計生産台数が 1 億

台を突破しました。 自社製品用途だ

けでなく、外部への販売も積極的に

進めています。光学ピックアップは、

オーディオ分野だけでなく、データス

トレージ用としてCD-ROMやCD- 1 

などにも用いられることにより、情報関

連機器分野でも大きな役割を果たし

ています。またMDピジオ、スの拡大を

推進するため、 MD用の主要部品を

サンプル出荷しています。

・ 当部門の海外生産は、シンガポ

ーノレ、韓国および、フランスて、、行ってい

ます。 フランス・ノずイヨンヌの電子部

ごの新主主“データディスクマン"は、従来機種よQ/þ!f!.ë'

低価指となDました。またフロントローデインク:方式の

採用/ごよD、章子ブック(Bcm CO-ROMJの出レλれ

が容易になDました。当主tlj、“テータディスクマン"事業

在日本や米Eだ/プë'広ぐ世界の主要市揮で事展開して

~Iます。
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これらし8/などの電子部昂は、 1992年11月に当社が発

売したMOシステム用に開発されたものです。

品工場てやは、 CDプレーヤー用光学

ピックアップおよびAV機器用各種

プリント基盤を生産し、欧州、|のAV機

器生産工場へ部品を供給、生産体

制強化を図るとともに、外部への部品

イ共品合も行っています。

情報関連機器および通信機器 :情報開

連機器の分野てやは、フロッピーディ

スクドライブやCD-ROMドライブなE

が順調に売上を伸ばしました。

電子フゃツクフ。レーヤー“データディ

スクマン"の新機種として、 1993年 2

月に、軽量かつ低価格の機種を発

売しました。さらに本機は、電子フゃツク

の出し入れが簡単なフロントローデ

イング方式を採用し、より一層使いや

すくなりました。

- 電話機てやは、 コ ードレスや留守

番、標準タイプなど多様なニーズに

合わせた商品展開により、海外を中

心に大幅に売上が増加しました。

また当社は、イギリスの電信電話会

社ブリティッシュテレコムの子会社

て\一般消費者向けに低価格の料

金て、セノレラー電話(自動車 ・携帯)

サービスを行っているセノレオ、ット社と

提携し、 1992年11月にイギリスで個

人用途のセノレラー電話の販売を開

始しました。

コンビューターおよひ‘周辺機器: ワーク

ステ ー ション“NEWS"において、当

社は日本電気附ほか 7 社とOCMP

TM (OCMpTMは、ソニー(樹、日本電

気附の商標)グノレープを組織し、ワ

ークステーションのノ、ードウェアおよ



この産業用ロポットのラインアップは、精密機械組立工

程に用いられ、当社だけでなくポラロイド社をはじめ世

界中のメーカーにも採用されています。

左上より時計回り、MUSEデコーダー用LSI、 CO光

学ピックアップ用レーザーダイオード、ハイビジョンカラ

ーカメラ用20.0.万画嚢CCOイメージセンサ一、カメラ

一体型ピテ‘オのビューファイン夕、ー用0..7インチカラー

液晶パネル、MOシステムのデジタル・シグナル・プロ

セッシンク‘用LSI、カラーカメラ用1/3インチ38万画素

CCOイメージセンサー、 1 メガビ、ツト高速SRAM

.ハードディスクは、フロッピーディス

クに比ペデータの読み書主が速く、

大容量であることから、現在は主にコ

ンピューター内蔵の記憶装置として

利用されています。近年、ラップトッ

プ型やノート型パソコンが人気を集

めていることから、ハードディスクにつ

いても小型化が求められています。こ

うした傾向に対応して、当社は次世

代のハードデ、イスクのための高密度

記録技術、“PERM"ディスク技術

を開発しました。“PERM"ディスク投

手~Îを用いることで、コンピューターデ

ータのみならずビデオ情報のような ­

大容量のデータ処理が可能となり、

将来のマルチメディア時代に幅広く

びソフトウェアの仕様の標準化を推 活用されることが期待されます。

進しています。OCMp™ 規約は FA(ファクトヅー・オートメーション) : 

UNIX(UNIXは、 UNIX System 

Laboratories, Inc.が開発し、ライ

センスしているOS) ワークステーショ

ンに対応する日本語アプリケーショ

ンソフトの共通化のため、当社と日

本電気附によって共同開発されたも

のです。

“ウォークマン"、 8 ミリピデオなどの

革新的製品の生産を支えてきたソニ

ーのFAは、 自動組立、検査カか3 ら計

測システム以にこいたるまててで、令、広〈社内外

ててで、令、利用されています O海外では、米

国、ドイツおよびシンガポーノレにおけ

る拠点を通じて積極的に事業の拡

充を図っています。また、顧客に生産

技術やロボットの運用方法を指導

するFAセンターを、 1992年 6 月、シ

ンガポーノレに開設しました。
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Group 

レコード部門

ソニー・ミュージ、ックエンタテインメン

ト社 (SMEI)は、ニューヨークの本

社を新社屋に移転するとともに、西海

岸新本社をカリフオノレニア州サンタ

モニカに開設しました。

SMEIは、従来の直版業務を拡大

するとともに、米国タイム・ワーナ一社

との合弁会社を通じて、デジ、タノレ・ケ

ーブノレ・ラジオ事業に参入しました。

また、 SMEIとペース・エンタテインメ

ントネ土は、ニュージ、ヤージー州カム

デンに約25 ， 000名収容の円形劇場

を建設する計画を発表しました。

ソニー・ミュージックエンタテインメント

在: SMEIの売上高は、年聞を通じて

高水準を保ち、エピック、ソニー・ミュ

ージ、ツク・ナッシュピノレは、売上、利

益ともに過去最高となりました。SMEI

は、「カオス・レーベノレ」と「トライスター

・ミュージック・グノレープ」の 2 つの

の売上が約600万枚にせまっています。

マライア・キャリーは、ニューアルバムがリリースされる

たびに世界中で人気を高めています。



1992年秋に発売されたシヤーデーのアルバム「ラヴ・デ

ラックスJの全世界での売上は、およそ400万枚に達しま

した。

定期的なツアーにより、スピン・ドクターズのテ‘ピ、ユーア

ルバムの名声はさらに高まりました。

マイケル・ボルトンは、 1990年、 1991年、 1992年におい

て、ビルボード誌のトップ5 アルバムに入っていますo

新しいレーベソレをスタートさせ、「コロ

ンヒマアJrエピック」は、それぞれピノレ

ボード誌のポップス・レーベルの 1

位と 2 位の栄冠に輝きました。また、

ノずーブラ・ストライサンドおよびニー

ノレ ・ タやイアモンドとの聞に主主音・マノレ

チメディアに関する長期独占契約が

交わされました。

.マイケノレ・ボソレトンの「タイムレス

(ザ・クラシックス) J は、 全世界で600

万枚以上の売上を達成し、マライア・

キャリーのrMTVアンフ。ラクマド」、シ

ャーデーの「ラヴ・デラックス」、ブノレ

ース・スプリンク守スティ ーンの「ヒュー

マン・タッチJrラッキー・タウン」は全

世界で300万枚以上の売上を記録

しました。またSMEI はノfーノレ・ジャ

ム、クリス・クロス、スピン・ドクターズ、

アリス・イン・チェインズといった事庁人

を育成し、数百万枚の売上を達成

するとともに、ソウノレ・アサイラムはピジ

オ、スとして成功を収め、音楽的にも高

い評価を受けました。

・百万枚以上の売上を記録したア

ノレノ fムには、メアリ ー・チェイピン・カ

ーペンタ一、ハリー・コニックJR.、サ

イプレス・ヒノレ、ニーノレ・タ守イアモン

ド、グラミー賞受賞のセリーヌ・デイ

オン、グロリア・エステファンさらにエ

ピックサウンドトラックスのサウンドト

ラック「シングノレス」が名を連ねていま

す。マイケノレ・ジ、ヤクソンは、レコード

界て、、の長年にわたる貢献を讃えら

れ、グラミー特別功労賞を受賞しま

した。 また、ジ、ヤーニーのホ、ツクスセッ

ト「タイム3Jのヒットもあり、再発、ボ、ツ

クスセットも大きく売上を伸ばしまし

た。

.カントリー・ミュージ、ツクてやは、ドリー

・ ノ f一トン、コリン・レイ、リッキー・ヴァ

ン・シェノレトン、タ'グ、 ・ストー ン、グラミ

ー賞受賞者メアリー・チェイピン・カ

ーペンターなどが、 ソニー・ミュージ

ツク ・ナッシュピノレの売上拡大に貢

献しました。 ヒワレボード誌は、ソニー・

トヮリーを20年連続でカントリー・ミュ

ージ、ツク出版社のナンバーワンと認

定し、またソニー・ミュージ、ツク・パブ

リッシンク守土をカントリー・ミュージッ

クレコード会社のナンバーワンと認

定しました。

.ソニー・ミュージック・インターナシ

ョナノレネ士 (SMI)は、ハンガリ一、チェ

コに関連会社を設立、シンガポーノレ

にアジア地域拠点を設置するな E、

ビジオ、スを拡大しました。 また、「コパ

カノfーナ」と「ロー」の 2 つのレーベ

ノレを設立しました。さらに、イギリス「ク

リエーション」、フランス「トレマ」の独

立系レコード会社を買収するととも

に、ドイツの子{共向けレーベル「ノレー

ピンシュタイン」を買収しました。 SMI

の成長は、数百万枚以上の売上を

達成したマイケノレ・ボノレトン、マイケノレ

・ ジャクソン、シャーデ一、ブルース・
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メアリー・チェイピン ・力一ベンターは、カントリー ・ミュ

ージック協会の1992年最優秀女性ポーカリストの栄冠

に揮をました。

フリオ・イグレシアスの「カローJllJ{.立、 スペインにおいて

4ヵ月連続 1 位のアルバムとなりました。

事崎町
v
f
・
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z

lマ安ぐ ‘ー か々守m
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ム。 ⑦ぐtavè 鴻
Oreams Come True の アル バム rThe

Swinging StarJは、日本のレコード業界史上空前
のヒットとなりましたD

米米CLUBは、アルバム rOctaveJが大ヒットする

など年間を通じて活擢しました。

スプリングスティーンの作品に支えら が、日本のレコー ド業界史上最高

れています。 また、マライア ・ キャリ 一、 の売上枚数を記録したのをはじめ、

グロ リア・エステファン、フリオ ・イグレ 米米CLUB、尾崎豊、プリンセス ・ プ

シアス、ジ、ヨノレディ 一、クリス ・ クロス、 リンセスなど幅広い分野で数多 くの

ノ fーノレ ・ ジャムのアノレノずムおよびクッ アノレノfムがヒッ トしました。

シェノレ ロ ック 6 の 2 枚組CDが100 CO/MO'../フト: ソニ ー は、日本、香

万枚を超える売上を記録しました。 港、米国、オーストリアに加え、オース

.ソニー・ クラシカノレネ土は、グラミー

賞 3 部門を受賞 し、そのうち 2 つは

キャスリ ーン ・ ノ f トノレ/ウィントン ・ マノレ

サリスの 「バロック・デュエッ ト」とボピ

ー・ マク77ー ワンjョー・ヨー・ マの

「ハッシユ」て\ともにヒワレボード誌の

クラシカノレ部門とク ロスオーノ{-部

門でそれぞれ同時に17週連続 1 位

を獲得しま した。 「ハッシユ」は33週連

続 l 位の栄冠に輝きま した。

・サウンドトラック部門てやは、ソニー・

ピクチャーズ ・エンタテインメントネ土

の「ア ・ フュー ・ グッドメンJ íチャー リ

ーJí ドラキュラJ íハオ、ムーン・イン ・

ベガス」などのサウンドトラックが映

画のヒッ トにも貢献しました。

側ソニー・ミユージ、ツクエンタテインメント:

(械ソニー ・ミュー ジ、ツクエンタテイン

メントでは、 Dreams Come Trueの

アノレノ fム íThe Swinging Star J 

トラリアとフ、、ラジ、ノレに新たにCD工場

を設立し、業界のリーダーとしてCD

の生産を強化しています。また、 MD

の世界的な普及を促進するために、

日本、米国、オーストリアの工場てや

MDソフ トの生産を開始しま した。
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Group 

映画部門

エンタテインメントピジオ、スの将来

は、いかに先進の技術を生かすかに

かかっているとの認識のもと、ソニー・

ピクチャーズ・ エンタテインメントネ土

(SPE) は、ノ、イ ・ デフィニション・セ ン

ターネ士、 ニュー・ テクノロジーネ士、 イメ

ージワークス社、ソニー・ダイナミック

・ デジタノレ ・ サウンド社の 4 社の設

立あるいは事業体制の強化により、

新たな事業分野に参入しま した。

SPEは、業界リーダーとして、新技術

と一層広くかっ深く関わることにより、

革新的なエンタテインメントの形態

の開発、よりクリエイティヴな製作、さ

らに観客の皆様へのより質の高い娯

楽の提供に努めています。

映画部門は、その代表映画製作会社であるコロンビア・

ピクチャース、とトライスター・ピクチャーズの新しいロゴ

を発表しました。
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アーノjレド・シュワルツヱネッガ一、オースティン・オフラ

イエン主演、コロンビア・ピクチャーズ製作「ラスト・アク

ション・ヒーロー」

メグ・ライアン、トム・ハンクス主漬、トライスター・ピク

チャーズ製作rスリープレス・イン・シアトJVJ

シルベスター・スタローンとジャナイン・ターナー主漬の

トライスター・ピクチャーズ/カロルコ製作、冒険アクショ

ンrクリフ八ンガ-J

26 

腕illi : 映画部門においては、米国での

劇場興行収入シェアで 2 年連続で

20%を獲得し、業界トップの座を確

保しました。この成功には、米国での

劇場興行収入が 1 億ドノレを超えた

トライスター・ピクチャーズの「氷の

微笑」、コロンピア・ピクチャーズの

「プリティ・リーグ、」、「ア・フュー・グ、ツ

ドメン」のヒットが大きく寄与していま

す。コロンピア・ピクチャーズの「ドラ

キュラ」は、公開時の週末の劇場興

行収入においてSPE史上最高の記

録を打ち立て、さらに世界的にもヒット

を収め、 1993年 3 月までに 2 億 1

千万ドルの収入を達成しました。 また

トライスター・ピクチャーズの「フック」

は、 1993年初めに、全世界での劇場

興行収入が 2 億 5 千万ドノレを突破

しました。

・新たに組織されたソニー・ピクチャ

ーズ・クラシックスの第 1 {乍である

「ノ、ワーズ・エンド」は、世界的に高

い評価を受け、主演女優賞などアカ

デミー賞 3 部門を受賞 しました。 「イ

ンドシナ」は、 SPE史上初のアカデミ

ー外国映画賞を受賞しました。

目劇場興行での業界第一人者とし

ての地位は、単一の製作会社として

過去最高のアカデミー賞30部門ノミ

オ、ー卜、ゴールデングロープ賞23部

門ノミオ、ート、さらに業界をリードする

アカデミー賞 8 部門受賞など、作品

に対する絶大な評価によって実証さ

れています。

ISPEは、映画とテレヒマ部門におい

て、米国と世界を国際的な配給網で

結ぶことにより、経営基盤を強化しま

した。 また、コロンビア・トライスター・フ

ィノレム・ディストリビューターズ・イン

ターナショナノレ社は、 3 年連続で史

上最高の収入を上げるとともに業界ト

ップクラスの23%を超えるシェアを獲

得しました。

IrフックJrサウス・キャロライナ/愛と

追憶の彼方Jrノ f グジー」などの

SPEのヒッ ト作品は、ホーム・ビデオ

市場を席巻しました。また、コロンビア

・トライスター・ホーム・ビデオは全世

界のピデオレンタノレ市場で 1 位とな

り、セノレ・スノレー市場でも好調を続け

ています。

テレビ部門:トラベスター・テ νビジョン

の事庁イ7三「マッド・アノfウト・ユーJrグ

ッド・アドノfイス」やコロンピア・ピクチ

ャーズ・テレヒ守ジ、ヨン (CPT) の人気

番組「マリッド ウィズ チノレドレ

ン」、コロンピア・ピクチャーズ・テレ

ビジョン・ディストリビューション

(CPTD) から自己主合されているキヤツ

スノレロックの「サインフェノレド」はオ、ッ

トワーク放送において好評を博してい

ます。 また、ユナイテッド・サテライト・

ピデオ・グノレープネ土、マーク クやツ

ドソン プロダクション社と提携し、

ゲーム番組チャンオ、ノレの開設を発

表、事業を拡大し'ています。

ICPTD は、 220の放送局およびラ

ーニングチャンオ、ノレで、新趣向の子



エマ・トンブソン、アンソニー・ホブキンズ主漬、オス力

一受賞のソニー・ピクチャーズ・クラシックス第 1 作r八

ワーズ・エンド」

クリント・イーストウッド主潰、コロンビア・ピクチャーズ/

キャッスルロック製作「イン・ザ・ライン・オブ・ファイアJ

ポール・ライザ一、へレン・八ント主演‘トライスター・テ

レビジョンのrマッド・アバウト・ユ -Jl立、この秋より

NBCで放送されます。

供向け教育番組「ピークマンズ・ワ

ーノレド」を開始しました。 このシリーズ

は大好評を博しており、 CBSにおい

ても1993年 9 月より放送開始が予

定されています。 「マリッド ウィズ

チノレドレン」は、地方局向けて 2 年

目を迎え、過去に前例のない程の人

気を得ました。 また「デザ、イニング・ウ

イメン」は、地方局向け市場におい

て、初年度から成功を収めています。

キャッスノレロックの「サインフェノレド」

は、オ、ットワーク放送のゴールデンタ

イムでの人気番組トップテン入りを

果たし、将来の地方局向け需要が

期待されています。 ヤングアダルト向

けトークショーの「リッキー」は、 1993

年 9 月より地方局向けに放送を開

始します。

.コロンピア・トライスター・インターナ

ショナノレ・テレビジョンは、ドイツの

RTLオ、ットワーク向けに、ヒットシリー

ズである「フーズ・ザ、・ボ、ス?J rマリッ

ド ウィズ チノレドレン」のドイツ語

版を制作し、また「ベノレリン・ブレイ

ク」という新シリーズを制作しました0

.マーブ・クサフィン・エンタープライ

ズのトッフ。番組「ホイーノレ・オブ・フォ

ーチュン」は地方局向けてや10周年を

迎え、「ジ、エパデ、イー !J は、 8 年連続

て、、 2 イ立を保っています。 CPTの昼の

時間帯の 2 つの番組「ザ・ヤング・

アンド・ザ、・レストレス」は5 ， 000回を

突破、「デイズ・オブ・アワ・ライフ守ズ」

は、 27周年を迎えました。

劇場:米国最大の劇場チェーンであ

るロウズ劇場チェーンは、新会長に

ノずリー・ロークスとジム・ロークスを迎

え入れました。 ロウズは、 1 スクリーン

当りの収入とキャッシュ・フローで業

界をリードし、さらに観客増員を図る

ため、新技術を積極的に取り入れよ

うとしています。

スタジ7tlii設: SPEの総合開発計画

は、地元当局によるSPEの『環境へ

の影響に関する報告書』に対する承

認のもと、 1993年初までは計画通り

に続行されています。 SPEは、隣接

の本社機能を既存の設備に統合す

ることにより、カノレノ fー・シティのスタジ

オ拡充を進め、名称も「ソニー・ピク

チャーズ・フ。ラザ、」と改めました。世

界のSPEの本社としてふさわしいもの

となるよう、スタジオの多数の建造物と

その修復プロジ、エクトが進められて

います。
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ファウンター-名誉会長

井深大
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l 沿革 I 

1946. 5 電気通信機および測定器の研究・製作を目的とし、東
京都に資本金19万円をもって東京通信工業株式会
社を設立。

1950. 7 日本初のテープレコーダ一発売。
1955. 8 東京店頭市場に株式公開。

日 日本初のトランジスタ・ラジオ発売。

1958., 1 社名をソニー株式会柱と変更。
12 東京証券取引所上場。

1960. 2 ソニー・コーポレーション・オブ・アメリカ(米国) (現ソ
ニー・エレクトロニクス・インク)を設立。

5 世界初のトランジスタ・テレビ発売。

12 ソニー・オーバーシーズ・エス・エー(スイス)を設立。
1961. 6 米国でADR(米国預託証券)発行。
B 中央研究所設立。

1963. 7 ， 世界初のトランジスタ小型VTR発売。

1965. 3 テクトロニクス牡(米国)との合弁(当社50%出資)によ
り、ソニー・テクトロニクス(械を設立。

1968. 3 シーピーエス社(米国)との合弁(当社50%出資)によ
り、シーピーエス・ソニーレコード(掛(現(掬ソニー・ミュ

ージ}ツクエンタテインメント)を設立。

5 ソニー・(ユー・ケー)・リミテッド(イギリス) (現ソニー・

ユナイテッド・キングダム・リミテッド)を設立。

10 トリニトロン・カラーテレビ発売。
1970. 6 ソニー・ゲー・エム・べー・ハー(ドイツ) (現ソニー・ド

イチュラント・ゲー・エム・べー・ハー)を設立。

9 ニューヨーク証券取引所上場。

1971. 10 3/4インチ・Uマチック・ビデオテープレコーダー発売。

1972. 8 サンデイエゴ(米国、カリフオノレニア)のカラーすレピ組
立工場稼働開始。

g ソニートレーデイング側(現ソニートレーデイングインタ
ーナショナノレ世帯)を設立。

1974. 6 ブリジ、エンド(イギリス、ウエールズ)のカラーテレビ長且
立工場稼働開始。

B サンディエゴのカラーブラワン管工場稼働開始。これ
によりカラーテレビ組立工場とあわせて、日本企業とし
てはじめて海外にカラーテレビ一貫生産工場完成。 ，

1975. 2 ユニオン・カーノずイド社(米国)との合弁(当社50%出
l 資)によりソニー・エパレディ側(現鮒ソニュー・エナジ
ー-テック)を設立。

5 家庭用ベー夕方式VTR発売。

, 1977. 1 放送局用1インチ・ビデオテープレコーダー発売。

E ドーサン(米国、アラパマ)の磁気テープ工場稼働開
始。

1979.' 7 ヘッドホンステレオ“ウォークマン"発売。
日 ザ、・フ。ノレデンシヤノレ・インシュアランズ・カンノ fニー・オ

ブ・アメリカ(米国)との合弁(当社50%出資)によりソニ
ー・フ。ノレデンシヤノレ生命保険鮒(現ソニー生命保険

(棉)を設立。

1980.12 ノ fイヨンヌ(フランス、アキテーヌ)の磁気テープ工場
稼働開始。

1981. 4 ハイビジョンに対応した高精細度ビデオシステム
(HDVS) を開発。

1982. 2 ソニー・インターナショナノレ・(シンガポーノレ)・リミテッド
を設立。

4 ブリジ、エンド(イギリス、ウエーノレズ)のカラーブラウン
管工場稼働開始。

4 シュツy トガノレト(ドイツ)で家庭用VTRの生産開始。
10 ‘世界初のCDプレーヤー発売。

11 放送局用カメラ一体型VTR“ベータカム"発売。
1984. 7 ソニーマクマヰスケーノレ鮒の株式を東京証券取引所市

場第二部に上場d

g テラホート(米国、インテYアナ)のCDソブト工場稼働
開始。

g ダックス(フランス、アキテーヌ)の磁気テープ工場稼
働開始。

1985. 1 カメラ一体型8ミリビデオ発売。

1986.11 ソニー・ヨーロッパ・ゲー・エム・ベー・ハー(ドイツ)を
設立。

1987. 1 ， 32ピット・ワークステーション“NEWS"発売。
3 デジ、タノレオーディオテープ (DAT) デッキ発売。

4 コノレマーグレ(フランス、アルザス)のCDプレーヤーおよ
び8ミリビデオ主要部品工場稼働開始。

7 ソニーケミカノレ械の株式を東京証券取引所市場第二
部に上場。

7 アニフ(オー界トリア、ザ、ノレツフツレグ)のCDソフド工場
稼働開始。

1988. 1 シーピーエス社(米国)のvコード部門であるシーピ
ーエス・レコード社(現ソニー・ミiージ、ツクエジタテイ
ンメント社)を買収。 "

4 ペナン(マレーシア)のオーテVオ工場稼働開始，0

5 パンギ(マレーシア)のTV工場稼働開始。
9 ロベレート(イタリア)のオーディオカセット工場稼働開

始。

9 バンコク(夕刊のビデオテープ工場稼働開始。

10 総合研究所を設立。
12 電子スチノレカメラ“マヒ守カ"を発売。

1989. 4 ハイバンド8ミリヒ守デオ“ピデlオハイエイト"シリーズ発

売。

B カメラ一体型8ミリビデオ“ハンディカム"発売。

g マテリアルズ\リサーチ社(米国)を買収。
11 コロンビア・ピクチャーズ・エンタテインメント社(米国)

(宅見ソニー・ピクチャーズ・エンタテインメントネ士)および
グーパー・ピーターズ・エンタテインメント社(米国)を

買収。

1990. 4 バンコクで半導体工場稼働開始。
10 パンギの1/2インチVTR工場稼働開始;

12 -ハイピジ、ヨン映像対応の“HDトリニトロン"カラーテレ

ピを発売。

, 1991. 5 ミニディスク (MD) システムを開発。

.10 “スーパートリニトロン"ブラワン管を搭載したカラーテ
レピを発売。

11 側ソニー・ミュージ、ツクエンタテインメントの株式を東
京証券取引所市場第二部に上場。

1992. 4 ジ、ユロン(シンガポーノレ)のブラウン管工場稼働開始。
5 高感度、低スミアの高精細200万画素CCD搭載の3板

式ハイヒ守ジ、ヨシイCCDカメラを発売。

1992.11 MDシステムを発売。
1993. 1 開発研究所を設主。
3 コンポーネントデジタノレVTR“テちYタノレ・ベータカム"を

開発。

29 



|用語集 I 

-バイポーラIC(bipolar integrated circuit) 
プラス(正孔)とマイナス(電子)の電荷を両方利用するIC(集積回

路)oMOS ICに比べ高速、高周波数特性に優れ、オーディオ、

TV、 VTR等のアナログ信号処理用に幅広く使用されている。

.CCD(charge-couPled device) 
CCD撮像素子は光のエオ、ノレギーを電気信号に変換し、その電気

信号を蓄積・転送できる電荷結合素子であり、これらの機能を利

用して映像信号を得ることがでやき、ー 「電子の限」としてビデオカメラ

などに搭載されている。 3 板式CCDカメラシステムは、レンズからの

入射光をプリズムで光の 3 原色である赤・緑・青に分解し、それ

ぞれ専用のCCD撮像素子で撮像するため、優れた解像力と忠

実な色再現性を得られる。

-デジタルVTR(digital VTR) 
ビデオ/オーテYオ信号をデジタノレ方式で記録・再生するデジタ

ノレVTRは、高画質、高音質かつ、編集・ダビングを繰り返しても、

画質・音質の劣化がほとんどないとしづ特長から、従来のアナログ

VTRに替わって、放送局、フ。ロダクションハウス等によって積極的

に導入されてし、る。デジタルVTRには、大}J lj'してコンポーオ、ン日己

‘ 去最および、コンポジ、ツト記録の 2 つの方式がある。D)デジタル

VTRに採用されているコンポーオ、ント方式は、輝度信号、色信号

を別々に広帯域て、、処理するため、クロスカラー等がない高画質の

記録・再生を行うことができる。このため、特にCM等の高画質を要

求されるソフトの制作に適している。今回当社が開発 Lt.: デジ、タノレ

ベータカムもコンポーオ、ント方式を採用している。またD-2デジタル

VTRは、輝度信号、色信号を一本化して扱うコンポジ、ット方式を

採用しているb現在の放送は、大部分がコンポジ、ット方式で行わ

れているため、 D・2デジタノレVTRは番組の編集・送出に適し、放

送局、プロダクションハウス等で広く利用されている。

-メタル八イパッキング技術(high-density metal 

particle alignment te'chnology) 
超微細メタノレ磁性体を高密度充填することにより、さまざまな出力

特性を上げ、高画質化、高音質化を図ったビデオテーフ。の技

術。

園光磁気ディスク(magneto-optical disc) 

レーザー光線および磁気作用を利用してデータの読み書き・消

去を行う大容量の記憶媒体であり、ミニディ‘スクも光磁気デ、イスク

の一種である。これに対して、 CDやCD-ROMは読み出し専用の

光ディスクである。

.MOS IC(metal-oxide-semiconductor inte-

grated circuitJ 

金属・酸化膜・半導体の 3 層構造を基本としているIC。バイポー

ラICに比べ消費電力が小さく、集積度も高い。デ、ジ、タノレAV機器、

コンピューターの信号処理や記憶・論理素子として幅広く使用さ

れてし、る。
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• MUSE(ミューズ)デコーダー(multiple subｭ

nyquist sampling en鑰ding decod鑽) 
ノ、イピジ、ヨン放送(、MUSE方式)受信には、 MUSEデコーダーと

いうハイヒマジ、ヨン映像の再現装置が必要である。MUSEとは、現

行テレヒずの約 5 倍の情報量にあたる20メガヘルツの帯域幅が必

要なハイヒ守ジ、ョンの画像信号を、現行の衛星放送 1 チャンオ、ノレ

分で伝送可能な 8 メガヘノレツの帯域幅て、、放送するために開発さ

れた帯域圧縮技術である。

-ノントラッキンク‘方式(non-tracking technology) 

一般の磁気記録方式では、信号が記録されたトラックを再生ヘ

ッドが忠実になぞらなければ再生できないので、記録密度の高度

化に限界があった。当社が開発したノントラッキジグタ方式では、再

生ヘッドがトラックを正確になぞらなくても、こまぎれのデータをメモ

リー上で並びかえることにより元のデータ乞忠実に再現することが

できるため、より高密度に記録することができる。さらに、ノントラッキ

ング方式では、テープローデイングなどの機構を簡素化できるた

め、高音質ながらテーフ。レコーダーやフ。レーヤーの本体の大幅

な小型化や省電力化が可能となる。

-スーパービ‘ットマッピンク‘方式(Super Bit Mapping 

process) 

現行のCDは16ビットで信号を処理するよう規格が統一されている

ため、 CDを制作する際に20ピットて3ま音されたマスターテープか

ら16ピットに信号を変換しなければならない。この技術は、変換時に

生じる誤差(量子化ノイズ)を、入聞の耳の感度が高い中音域か

ら人間の耳の感度が低い高音域に移動させるこbにより聴感上の

雑音を抑えて、現行CDの規格を変えず、に元の20ピットに相当する

高音質を実現してし、る。

-トリニトロン(丁目nitron)

当社が開発した独自の高性能カラーブラウン管。 1 ;ゲン 3 ピー ，

ム、垂直画面などの数多くの特長によって、シャァフ。てや明るく美しい

カラー画像を映し出す。その忠実な色再現や歪みのより少ない画

像等の特長から、家庭用だけでなく、放送局など産業用としても広

く各分野で利用されている。また、よりフラットな画面を実現した“ス

ーノfートリニトロン"フ守ラ?ン管や、ノ、イビジョン用にさらなる高精高田

度、高画質を実現した“HDトリニトロン"ブラウン管を開発・商品

イヒしている。

園八イ工イト方式(“video Hi8" system) 
8 ミY ヒ守デオのノ、イバンド方式、記録周波数帯域を従来の5.4メ

ガヘノレツから7.7メガヘノレツに広げ、ハイエイト方式のビデオテー

プを用いて、水平解像度400本以上という一層‘の高画質化を実現

している。
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-経営成績
売上状況 .

米国景気は年度後半より緩やかな回復基調に向かいましたもの

の、欧州においては高金利や通貨混乱の影響による企業の設備

投資や佃λ消費の減退などにより景気低迷が深刻化し、また 4

年にわたる日本のAV:機器市場のマイナス成長、米ドノレや欧州通

貨に対する円高の一層の進行などの影響もあり、当年度の蒐土

高および営業収益は、 3 兆9 ， 929億円と、前年度に比べ1.6%の

増加にとどまりました。 。

地域別てやは、米国およびその他地域における売上高が、前年

度に比べ、それぞれ8.6%、 5 . 5%増加し、 1 兆2 ， 159億円、 7 ， 089

億円となったものの、欧州および日本での売よ高は、前年度に比

べ、それぞれ3.7%、 2.8%減少し、 1 兆398億円、 1 兆282億円と

なりました。

¥ 

売上原酒および販売費・一般管理費 ー

当年度の売上原価は、前年度に比べ3 . 2%増の 2 兆9 ， 289億円

となり、売上原価率は、前年度に比べ、1. 2ポインド悪化の73.4% と，

なりました。 悪化の主な理由としては、円高により売上高が約1 ， 540

億円目減りしたことや、日本における売上減少および過去数年間

にわたり積極的な設備投資を行った結果、減価償却費が前年

製語別売上高および営業収益(単位 : 十億円

「ピアオ機器 「畜醤俊器 「 テ4ノど

'93 
20.8% 23.2% 15.9% 

'92 

l 度に比べ3.5%増加したことなどがあります。研究開発費は、前年

度に比べ.3.5%減少の2.322億円て\売上高に対する比率は5.8

%と、前年度に比ぺ0.3ポイント低下しました。

販売費・一般管理費は、人件費の増加などにより、 9 ， 375億円と

前年度に比ぺ2 . 9%増加し、売上高に対する比率も23.5%と前年

度に比ぺ0.3ポイント悪化しました。

営業利益

当年度の営業利益は、前年度比29.6%減の1 ， 265億円となりまし

た。この結果、売上高営業利益率は、前年度の4.6%から3 . 2%に

低下しました。

その他の収益

その他の収益は、前年度比22.1%減の1 .122億円となりました。減
少要因としては、金利低下、資金運用の低水準に伴う受取利息

および為替差益の減少などがあげられます。

その他の費用

その他の費用は、前年度比13.5%減の1. 461億円となりました。減

少要因としては、主に金利低下および借入金減少に伴う支払利

息、の減少があげられます。

「その他 h同一岬ìi閥'ß{Jf"J
3,993 

19.3% 11.2% 9.6% 

3,929 
22.8% 24.1% 15.1% 18.2% 11.4% 8.4% 

'91 3,696 
24.6% 23.9% 14.9% 16.7% 12.9% 7.0% 

'90 2,948 
25.2% 24.5% 15.1% 16.6% 15.5% 3.1 % 

'89 2,204 
26.0% 25.5% 15.5% .17.6% 15.4% 

地蟻別売上高および営業収益(単位 : 十億円)

'93 
..  本 ー 米E 同欧州 ー その他

3,993 
25.8% 30.4% 26.0% ‘ 17.8% 

'92 3,929 
26.9% 28.5% 27.5% 17.1% 

'91 3,696 
27.7% 28.6% 27.5% 16.2% 

'90 2,948 
31.7% 29.1% 24.3% 14.9% 

'89 2,204 
35.7% 26.6% 22.6% 15.1% 
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税引前利益

当年度の税引前利益は、前年度比57.2%減の926億円となりまし

た。ただし前年度の税引前利益には、 1991年11月の(械ソニー・ミ

ュージ、ツクエンタテインメントの東京証券取引所上場に伴う子会

社株式売却益が含まれており、これを除いて比較すると前年度比

40.1%の減少となります。当年度の税引前利益に対す'る法人税

等の割合は、前年度の41.8%から53.8%へ上昇しましたが、この

理由としては、前年度の実効税率が低かったことがあげられます。

これは前述の子会社株式売却益に対して、当社は所有する当該

子会社の株式を今後売却する予定がないため、この売却益に対

じて前年度、税金引当を行わなかったためです。

純利益

当年度の純利益は、前年度比69.8%減の363億円となりました。

前述の子会社株式売却益を含まない当期純利益で比較すると

前年度比38.1%減となります。売上高純利益率は、前年度の3.1

%がら0.9%に低下しました。なお前年度の子会社株式売却益を

含まない売上高純利益率は、 1.5%となります。 1 株当り当期純利

益は、前年度の293.1円から92.2円となりました。

営業利益(単位:十億円)
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9
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-セクメント情報

当年度より米国財務会計基準審議会の基準書第14号「企業の

セクやメント別財務報告書J (以下基準書第14号)に準拠したセグ

メント情報を開示しています(連結財務諸表注記18参照)。基準 、

書第14号にもとづく売上高の表示は、従来より当社が継続的に開

示してきた地域別・製品別売上表示と以下の点てや異なります。従

来の方法は、「売上先別(仕向先の地域別) J、「製品別J(こ表示

され、かつセグメント間取引を含んでおりません。これに対し、セグ

メント情報てやは、「売上元別(出荷事業所の所在地別) J、「事業

の種類別J (こ表示されていまふす。当社の業績は、基準書第14号に

よる売上元別の開示に加え、今後も従来の売上先別での開示を

継続していくつもりです。

以下、基準書第14号にもとづくセグメント情報の説明をいたしま

す。事業の種類別には、正レクトロニクス分野とエンタテイシメント

分野の 2 分野、所在地別では、日本、米国、欧州|、その他地域の

4 地域としています。事業の種類別ては、エレクトロニクス分野の

売上高がほぼ前年度比横這いでやあったのに対し、エンタテインメ

ント分野は好調に推移し前年度に比ぺ6.6%の増加を示しました0

. 営業利益は、エレクトロニクス分野が前年度に比べ37.1%減少と

180 

302 

298 

163 

研究開発費および対売上高および宮業収益出率(単位:十億円)
「対売上高および営業収益施率 「研究開3臣賞

'93 開閉
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'90 
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大幅に低下したのに対し、 iンタテインメント分野は、 8.5%の減少 ・財政状態および流動性

にと Eまりました。所在地別では、日本が売上高を減少させたもの t 資産および貿信・資本の状況

¥ ‘の、営業利益は15.2%の伸びを見せました。営業利益率は、円高 当年度末の総資産は、 4 兆5 ， 298億円となり、前年度末の 4 兆

の進行による輸出採算の悪化、 AV市場の低迷および研究開発

費負担などにより2.3%にとどまりました。米国では、売上高は順調

に推移したものの、営業利益は20.1%減少しました。営業利益率

は、固定資産が欧州、|に比べ約 3 倍もあることから減価償却費負

担カ主相対的に重く、 3.2%となりました。欧州については、景気の後

退もあり、売上高、営業利益とも減少しましたが、営業利益率は5.9

%となりました。その他てやは、アジアを中心に、売上高は増加しました

が、営業利益は32.6%減少し、営業利益率は3.4%となりました。

総資産および資本勘定(単位:十億円)

9 ， 111億円に比べ7.8%の減少となりました。減少した主な理由とし

て、在庫調整によ石棚卸資産の減少、設備投資の抑制による有形

固定資産の減少ならびに為替相場変動による影響があげられま

す。 これらに伴い長短借入金も減少しました。

自己資本は、 1 兆4 ， 282億円となり、自己資本比率は、前年度

末の31 . 3%に比べ31. 5%と0.2ポイント改善し、期末発行済株式

数にもとづく 1 株当り純資産は、前年度末の4 ， 119 .23円に対し、

3 ， 827.39円となりました。

キャッシュ・フロー

当年度の営業活動からの持ヤツシュ・フローのうち、減価償却費

は、 2 ， 745億円と、前年度によじぺ3.5%増加しました。この中には、ソ

ニー・ミューグックエンタテインメントグループおよびソニー-ピク

チャーズ・エンタテインメンド社を買収したことにより生じた営業権

および無形固定資産に対する償却費が含まれています。当年度

の当期純利益に、減価償却費などの現金収支を伴わない項目

「 資本敏定 「 総資産

'93 一一一一一 -------------------~"J~ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー 4,530 
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や、売上債権および棚卸資産などの営業取引・に伴う項目を加減 ・舎後の見通し

した営業活動から得た現金、預金(純額)は、.4 ， 155億円となり、前 今後につきましては、日本および欧州、|における景気の停滞、長期

年度の1 ， 509億円に比べ大幅に増加しました。これは主に、当期 化する日本国内のAV機器市場の低迷、織烈さを増す価格競争

純利益は前年度に比べ減少したものの、年度末の棚卸資産を前 ' に加え、為替動向も予断を許さないなど、引き続き厳しい状況が続く

年度末の8 ， 770億円がら7 ， 047億円と大幅に削減したことによるも ものと思われます。このような状況のもと、当社は、エレクトロニクス

のです。

当年度の投資活動からのキャッシュ・フローは、設備投資の抑

制により有形固定資産の取得が大幅に減少したことにより、前年

度の4 ， 169億円に比べ2 ，442イ意円となりました。

財務活動面では、ミディアム・ターム・ノートの発行を中心ーとした

長期借入により、総額2.287億円の調達を行いました。また当年度

において、長期借入債務へのシフトにより短期借入金を返済し、財

務体質の改善を図りました。

以上の活動の結果、為替相場変動の影響も含めた現金・預金

および現金等価物は、 709億円の純増となり、期末残高は、 4 ， 892

億円となりました。

設備投資額

当年度の設備投資額は、前年度比44.6%減少し、 2 ， 511億円と

なりました。主なものとしては、半導体設備約400億円の増強があり

ます。
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分野においては、 MDシステムやハイヒ守ジ、ョン関連機器などに代表

される高品質・高付加価値製品の開発・導入を推進し、エンタテ

インメント分野においても、音楽、映像部門ともに積極的じ事業展

開していく所存です。

設備投資については、主要な設備投資計画は完了したミとか

ら、 1994年 3 月期は、さらに投資額を削減する予定です。

研究開発にういては、当社はエレクトロニクス分野の長期的成

長にとって必要不可欠なものでゃあるとらきえており、 1994:年 3 月期に
ついても、研究開発費は当年度と同水準になる見込みです。

圭 ・・



[四半期財務報告および株式情報 | 
ソニー株式会社および連結子会社
(未監査)
3月 31 日に終了した1年間

売上高および営業収益

売上原価 : 

販売費および一般管理費

営業利益

受取(支払)利息一純額

為替差益(差損) 純額

税引前利益

法人税等

当期純利益(損失)

l株当り当期純利益(損失)

減価償却費

設備投資額

1 

(有形固定資産増加額) - ・

研究開発費

東京証券取引所における

普通株式1株当り株価:

高値

安値

ニューヨーク証券取引所における

lADR当り株価:

高値 '. 

，安値

第E四半期

1992年 1993年

-￥884.5 ￥924.4 
, 
614.8 663.5 

208.5 221.5 

61.1 39.4 

(7.9) (11.9) 

7.1 2.1 

58.9 29.5 

35.1 12.9 

23.3 14.9 

￥ 57.2 ￥ 37.1 

-￥ 57.6 ￥ 68.3 

114.1 74.8 

52.8 56.3 

、，

-￥6，&10 ￥4，530 

5,650 3,950 

. $ 50.3/ 8 $ 341/2 

421/8 297/8 

単位;十億円
(1株当り金額を除()

第2四半期 ー第3四半期

1992年 1993年 1992年 1993年

￥978 .3 ￥1，028.1 ￥ 1 ， 15 3.7 ￥ 1，107.6 

697.3 763.1 825.9 804.0 

231.0 236.2 245.2 244.3 

49.9 28.8 82.6 59.3 

(11.9) (13.0) (11.6) 

9.5 0.4 12.9 8.3 

43.7 12.8 135.7 52.8 

20.2 7.8 35.5 22.8 

21.7' 3.0 97.2 27.1 

￥ 53 .3 ￥ 8.5 ￥ 234.0 ￥ 66.3 

￥ 65 .4 ￥ 64.6 ￥ 69.1 ￥ 72.5 

119.9 62.8 ‘ 109.4 47.8 

62.6 61.5 58.1 54.3 

￥6， 550 ￥ 4，350 ￥ 5 ，470 ￥ 1 4，310 

5,300 3,350 3,980 3，690・

$47 $ 347/8 $ 411/8 s 347/8 
381/2 281/4 313/8 301/4 

第4四半期

1992年 1993年

￥912.3 ￥932.9 

700.3 698.4 

226.0 235.5 

(14.1) (1.1) 

(10.5 (8~9) 

6.9 11.6 

(22.2) (2.5) 

(0. 6.2 

(22.1) (8.8) 

i ￥(~ 1.5) ￥ (19.7) 

￥ 73.1 ￥ 69.1 

109.7 65.7 

67.1 60.0 

￥4，430 ￥4，620 

3,800 3,850 

$ 38 $ 387/8 
287/8 32 

単位:百万米ドノレ
(1株当り金額を除()

第4四半期

1993年

$8,042.0 
6,020.6 
2,030.5 
(9.1) 

(76.3) 

99.9 

(21.7) 

53.71 

(75.8) 

$ (0.17) 

$ 595.9 

566.6 

517'.3 

$' 39.83 . 

33.19 

注記:1.米ドノレ金額は、便宜上、 1993年 3 月 31 日現在の東京外国為替市場での円相場 l 米ドノレ=116円で換算しています(連結財務諸表注記2'参照)。

2. 1 株当りの当期純利益(損失)は、新株引受権および一部の転換社債を含む普通株式相当証券の希薄化の影響を考慮し、普遍株式の各年度の平均発行済株式数

にもとづき計算しています。 1. 株当りの当期純利益(損失)は、株式分割による無償新株式の発行による調整を行った上で計算しています。

3.1992年 6 月 30 日に終了した第 1 四半期において、海外子会社の一定の未分配利益が、再投資に充てられるため配当されないことが明らかになりました。その結果、当社

は、同第 1 四半期において、 当該未分配利益に対して引 当ててきた1992年 4 月 I 日現在の税額9.696百万円を取崩し、税金費用の戻し入れとして処理しまiした。

4.1991年11月 22 日、当社の連結子会社てある暢ソニー・ミュージ、ツクエンタテインメントは公募増資を行いました(当社は引受を行っていません)。この新株発行により、子

会社株式売却益61 ， 544百万円が計上されましたが、これは、当社の同社に対する持分比率が低下したものの、 1 株当りの発行価格が当社の 1 株当り持分額を超えて
いたため、当社持分額が払込金額により増加したことによるものです。連結財務諸表上、この発行ぞ当社持分の一部売却取引とみなして計上しました。現時点において、 ' 

当社は、所有する当該子会社の株式を今後売却する予定がないため、この子会社株式売却益に対し税金引当を行っていません。

5.1992年 3 月 31 日に終了した年度の連結損益および剰余金結合計算書のうち~部の科目を、 19~3年3 月 31 日に終了した年度の表示に合わせて組替え再表示してい
ます。
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5年閣の要約財務データ | 
ソニー株式会社および連結子会社

1989年

会計年度
，、

売上高および営業収益 -￥2，203 ，601 
, 

営業利益 162,628 

税引前利益・ '. 168 ,901 

法人税等 95 , 176 

当期純利益・ t 
72,469 

1株当り当期純利益 ￥ 219.7 

, 

減価償却費・ ￥ 125 ，790 

設備投資額(有形固定資産増加額) 215 ,613 

研究開発費 142,077 

会計年度末
b 

正味運転資本 -￥ 348 ，476 

資本勘定 911 ,816 

1株当り純資産 -￥ 2，933.17 

総資産 -￥2，364，775 

期中平均発行済株式数

(単位:千株) , : ・・ 334,336 

期末発行済株式数

(単位:千株) . . 282,603 

単位:百万円
(1 株当り金額を除o

3 月 31 日に終了した 1 年間

1990年 1991年 1992年

￥2，947 ， 597 ￥ 3 ，695 ， 508 ￥ 3 ，928 ，667 

297 ,546 302, 181 179.,549 

232 ,945 270,697 216, 139 

126,976 152,398 90,327 

102,808 116,925 120, 121 

￥ 279.0 ￥ 句h285.9 ￥ 293..1 

￥ 164，751 ￥ 214， 116 ￥ 265"，208 

323,750 411 ~652 453 , 115 

165 ,227 205 ,787 240,591 

￥ 205 ，642 ￥ 129 ，904 ￥ 306 ， 553 

1,430,058 1,476 ,414 1,536,795 

￥ 3，916.66 ￥ 3 ，964.04 ￥，4， 11-9 .23 

￥4，370，085 ￥4，602 ，495 ￥4，91 .1 ， 129 

371 ,450 417 ,202 417 ,599 

331 ,929 338 ,593 373 ,078 

1993年

￥3，992，918. 

126,460 ¥ 
92,561 

49,794 

36,260 

￥ 92.2 

￥ 274，477 

251,117 

232,150 

￥ 367，009 

1,428,219 

￥ 3，827.39 

￥4，529，830 

417,687 

373,158 

単位:千米ドノレ
(1 株.当り金額を除o

3月 31 日に終了した1年間

1993年

$ 34,421,707 

1,090,172 

797,940 

429,259 

312,586 

$' 0.79 

$ 2,366,181 

2,164,802 

2,001,293' -

$ 3,163,871 
42,312,233 

s 32.99 
$ 39,050,259 

注記:1.米ドノレ金額は、便宜上、 1993年 3 月 31 日現在の東京外国為替市場での円相場 1 米ドノレ=116円で換算しています(連結財務諸表注記 2 参照)。
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2. 1 株当りの当期純利益は、新株引受権および→部の転換社債を含む普通株式相当証券の希薄化の影響を考慮し、普通株式の各年度の平均発行済株式数にもとづ

き計算しています。 1 株当りの当期純利益は、株式分割による無償新株式の発行によるe調整を行った上て、計算しています。

3.1992年 6 月 30 日に終了した第 1 四半期において、海外子会社の一定の未分配利益が、再投資に充てられるため配当されないことが明らかになりました。その結果、当社

は、同第 1 四半期において、当該未分配利益に対して引当ててきた1992年 4 月 1 日現在の税額9.696百万円を取崩し、税金費用の戻し入れとして処理しました。

4. 当社は、 1991年11 月 20、日付けて\株式分割による無償新株式33 ， 908 ， 621株を発行しました。日本で一般に行われる株式分割については、会計処理は求められていませ

ん。仮に米国で一般に行われる株式分割により、無償新株式の発行が行われた場合、その他の剰余金201; 078百万円が資本金勘定(および資本準備金勘定)に振り

替えられることになります。

5.1991年11月 22 日、当社の連結子会社である側ソニー・ミュージ、ツクエンタテインメントは公募増資を行いました(当社は引受を行っていません)。この新株発行により、子

会社株式売却益61 ， 544百万両が計上されましたが、これは、当社の同社に対する持分比率が低下したものの、 l '株当りの発行価格が当社61 株当り持分額を超え芳
いたため、当社持分額が払込金額により増加したことによるものです。連結財務諸表上、この発行ぞ当社持分の一部売却取引とみなして計上しました。現時点において、

当社は、所有する当該子会社の株式を今後売却する予定がないため、この子会社株式売却益に対し税金引当を行っていtません。

6. 当社は、 1989年11月 1 日および同年11月 7 日、主として映画ピジオ、えを営むソニー・ピクチャーズ・エンタテインメント社(旧コロンピア・ピクチャーズ・エンタテインメン卜

社)およびグーノfー・ピーターズ・エンタテインメント社をそれぞれ買収しました。したがって、当社の連結財務成績には、それぞれの買収日以降の業績が含まれていま

す。

7.1989年 3 月 31 日に終了した年度から1992年 3 月 31 日に終了した年度の連結損益および剰余金結合計算書のうち一部の科目を、 1993年 3 月 31 日に終了した年度の表
示に合わせて組替え再表示してし、ます。

¥ 



| 地域別・製晶別売上高および営業収益内訳 l 
ソニー株式会社および連結子会社

単位:百万円 単位 : 千米ドノレ

3 月 31 日に終了した 1 年間 3月 31 日1:終了した1年間

1989年 1990年 199 1年 1992年 1993年 主993年

地域別売上高および営業収益

日 本 -￥ 786 ，413 ￥ 934， 189 ￥ 1 ，024，484 ￥ 1 ，057 ，648 ￥ 1，028，207 $ 8,863,854 

35.7% 31.7% 27.7% 26.9% 25.8% 

米国 586,288 857,812 1,055,448 1,119,174 1,215,954 10,482,362 
26.6 29.1 28.6 28.5 30.4 

欧州 498,037 715,652 1;017,804 1,080,005 1,039,802 8,963,810 

22.6 24.3 27.5 27.5 26.0 

その他 332,863 439,944 597,772 671 ,840 708,955 6,111,681 . 
15.1 14.9 16.2 17.1 17.8 

売上高および営業収益合計 -￥2，203 ，601 ￥2，947 ， 597 ￥ 3 ，695 ， 508 ￥ 3 ，928 ， 6.67 ￥3，992，918 $ 34,421,707 

製昂別売上高および営業収益

ビデオ機器 . -￥ 573 ，493 ￥ 743，709 ￥ 908 ， 399 ￥ 896，379 ￥ 828，366 $ 7,141,086 
26.0% 25.2% 24.6% 22.8% 20.8% 

音響機器 ・ 560,772 722,21 } 881 ,777 947,770 928,010 8,000,086 
25.5 24.5 23.9 24.1 23.2 

テレピ .， ・ 341;8001- 446,436 552,464 592,616 63J,723 5,463,129 
15.5 15.1 14.9 15.1 15.9 

その他 387,329 487,529 619,269 713,082 771,779 6,653,268 
17.6 16.6 16.7 18.2 19.3 

f エレク卜ロニクス分野計 1,863,394 2,399,885 2,961 ,909 3,149,847 3,161,878 27,257,569 
、¥ 84.6 81.4 80.1 80.2 79.2 

レコード部門 340,207 455,203 476.057 449,601 446,506 3,849,190 
15.4 15.5 12.9 11.4 11.2 

映画部門 92,509 257,542 329;219 384,534 3,314,948 
3.1 7.0 8.4 9.6 

エンタテインメント分野計 340,207 547.712 733,599 778,820 831,040 7,164,138 
15.4 

、
18.6 19.9 19.8 20.8 

売上高および営業収益合計 - ￥2，203 ，601 ￥2，947 ， 597 ￥ 3 ，695 ， 508 ￥ 3 ，928 ，667 ￥3，992，918 $ 34,421,707 

注記 : 1.米ドノレ金額は、便宜上、 1993年 3 月 31 日現在の東京外国為替市場での円相場 1 米ドノレ= 116円て、換算しています(連結財務諸表注記 2 参照)。

2. このページにおける売上高および営業収益の内訳は、地域別には「売上先月IJ J に表示され、セグメント間取引を含んでいません。したがって、 53ページに記載のセグメン

ド情報とは異なります。
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|連結期対照表 l 

ソニー株式会社および連結:子会社

資産

1 

1 

流動資産:

現金・預金および現金等価物(注記4) ・

定期預金

有価証券(注記7) .' 
受取手形および売掛金(注記6)

貸倒および返品引当金

棚卸資産(注記5)

繰延税金

前払費用およびその他の流動資産 ・

流動資産合計

長期棚卸資産ー映画(注記5)

投資および貸付金. .
、

関連会社に対する投資および貸付金 t 

従業員貸付金

投資有価証券その他(注記η

有形固定資産(注記9および14): 、

土地

建物および構築物 .、 .

機械装置およびその他の有形固定資産

建設仮勘定 .. 

、、‘

控除-減価償却累計額 . 

、

，、

その他の資産(注記3および8):

無形固定資産 - 、 . 、 .

営業権

その他

, 

添付の注記は‘これらの連結財務諸表の一部であります。
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単位 :百万円

3 月 31 日現在

1992年 1993年

-￥ 418 ，363 ￥ 489，237 

133,039 65,929 
23,133 21,427 
723.599 620,391 
. (40,730) -(42,306) 

877,007 704,681 
64,303 . 79,592 

159,752 170,939 

え358 ，466 2,109,890 

211 ,719 224,413 

39,044 34,119 
3,047 2,620 

189,954 220,191 

232,045 256,930 

153,561 158,255 
590,760 605,268 

1,323,548 1,422,430 
111 ,953 64,085 

2,179,822 2,250,038 
962,852 1,111,688 

1,216,970 1,138,350 

, 

136,129 119，320、
1 

569,677 488,229 
186,123 192,698 

891 ,929 800,247 

￥4，911 ， 129 ￥4，529，830 

、

' 

、

単位:千米ドノレ
(注記 2) 

3 月 31 日現在

1993年

$ 4;217,560 
568,354 
184,716 

5,348,198 
(364,707) 

6,074,836 
686,138 

1,473,612 

18，18~，707 

1,934,595 

294,130 
22,586 

1,898,198 

. 2,214,914 

1,364,267 
5,217,828 

12,262,327 
552,457 

19,396,879 
9,583,517 

9,813,362 

.1,028,621 
4,208,871 
1,661,189 

6,898,681 

$ 39,050,259 



負債および資本

流動負債:

短期借入金(注記9) ・

1年以内に返済期限の到来する長期借入債務(注記9および14)

支払手形および買掛金(注記6)

設備関係支払手形

未払配当金 . . ・

未払法人税およびその他の未払税金

その他の流動負債(注記10)

、 流動負債合計

固定負債:
.‘ 

長期借入債務(注記9および14)

未払退職・年金費用(注記10)

長期繰延税金 -・ ，・
. 、 .

その他の固定負債 . ‘. 

、4

.‘ 

少数株主持分 、

資本(注記12): 

資本金一額面l株当り50円
授権株式数 -1 ， 350 ， 000 ， 000株

発行済株式数 ， 1992年 3 月 31 日現在-373 ， 077 ， 895株
, 

1993年 3 月 31 日現在-373 ， 157 ， 856株

資本準備金 .-

利益準備金

特別積立金

その他の剰余金
、 , 

累積外貨換算調整額

契約債務および偶発債務(注記17) , 

単位:百万円

3 月 31 日現在 , 

1992年 1993年

￥ 798 ，728 ￥ 473，799 

36,222 186,628 
604,928 541,581 

27 ,125 10,299 
9,451 9,496 

89,1'89 93,705 
486,270 427,373 

2,051 ,913 1,742,881 

885 ,301 880,395 
80,205 87,495 
70,106 51,671 

207,654 253,383 

1,243,266 1，272~944 

79, 155 85,786 

、

297,94Q 
297,985 

439,430 439,619 
'19,118 21,161 
30,683 19,666 

861 ,227 887,788 
(1 11 ,612) (238,000) 

1,536,795 , 1,428,219 

￥4，911 ， 129 ￥ 4，529，830 

単位:千米ドノレ
(注記 2) 

3 月 31 日現在

1993年

$ ,4,084,474 
1,608,862 
4,668,802 

88,784 
81,862 

807,802 
3,684,250 

15,024,836' 

7,589,612 
754,267 
445,440 

2,184;336 

10,973,655 

739,535 

2,568,836 
3,789,819 

182,422 
169,535 

7，65~，345 

(2,051,724) 

12,312,233 

、\

$39,050,259 
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[連結損益および剰余金結合計算書 l 
ソニー株式会社および述結子会社

売上高および営業収益:

売上高 (注記6) . 
営業収益

売上原価および販売費・一般管理費:

売上原価(注記13)

販売費および一般管理費

営業利益・

その他の収益:

受取利息および受取配当金

為替差益(純額)

その他

その他の費用:

支払利息

その他

子会社株式売却益前利益

子会社株式売却益(注記15)

税引前利益

法人税等(注記11): 

当年度分

税効果当期配分額

少数株主持分損益前利益 . 
少数株主持分損益

当期純利益

その他の剰余金:

期首残高

新株発行費(税効果調整後)

現金配当金

利益準備金繰入額

特別積立金繰入・取崩額(税効果調整後)

期末残高

1株当り当期純利益

1株当り現金配当金

添付の注記は、これらの連結財務諸表の一部であります。
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単位 : 百万円

3 月 31 日に終了した 1 年間

1991 .iJ三 1992年 1993年

-￥ 3，616， 517 ￥ 3 ， 821 ， 582 ￥ 3，879，427 

78,991 107,085 113,491 

3,695,508 3.928.667 3,992,918 

2,505,554 
.' 

2,838,344' 2,928,912 
887,773 910,774 937,546 

3,393,327 3,749,118 3,866,458 

302,181 179,549 126,460 

64,892 62,646 46,086 
37,209 36,474 22,432 
40,475 44,887 43,660 

142,576 144,007 112,178 

102,681 104,504 91,361 
71 ,379 64,457 54,716 

174,060 168.961 146,077 

270.697 154,595 92,561 
61 ,544 

270.69プ 216,139 92,561 

146,184 73,201 83,322 
6.214 17,126 (33,528) 

l52,398 90,327 49,794 

118,299 125,812 42,767 
1,374 5,691 6,507 

116,925 120,121 36,260 

674,962 766,390 861,227 
(256) ( 125) (17) 

(16,908) (1 7,804) (18,656) 
(2,729) (2,823) (2,043) 
(5,604) ( 4,532) 11,0.17 

-￥ 766，390 ￥ 861 ，227 ￥ 887，788 

単{立 : 円

￥ ω| ￥ 293 . 1 I ￥ 92.2 

50.0 

単位 : 千米ドノレ
(注記 2) 

3月 31 日に終了
した1壬r=:!首l

1993年

$33,443,336 
978,371 

34,421,707 

25,249,242 
8,082,293 

33,331,535 

1,090,172 

397,293 
193,379 
376,380 

967,052 

787,595 
471,689 

1,259,284 

797,940 

797,940 

718,293 
(289,034) 

429,259 

368,681 
56,095 

312,586 

7,424,371 
(147) 

(160,828) 
(17,612) 
94;975 

$ 7,653,345 

単イ立 : 主伏ドノレ
(i主ae 2) 



連結キャッシユ・フロー表 l 
yニ一株式会社および述結子会社

営業活動からのキャッシュ・フロー:

当期純利益 ・

営業活動から得た現金 ・預金(純額)への当期純利益の調整

有形固定資産の減価償却費および無形固定資産の償却費

為替差損(益)

退職・年金費用(支払額控除後) . . , 

固定資産処分損 - ‘ ・

子会社株式売却益(注記15)

繰延税金 ・

資産および負債の増減(買収による影響を除く)

受取手形および売掛金の(増加)減少

棚卸資産の(増加)減少

その他の流動資産の(増加)減少

支払手形および買掛金の増加(減少)

未払法人税およびその他の未払税金の増加(減少)

その他の流動負債の増加(減少)

そのf也・

営業活動から得た現金・預金(純額)

投資活動からのキャッシュ・フロー:

固定資産の購入

固定資産の売却 . 一ー ・

子会社株式売却(関連費用控除後) (注記15)

投資および貸付 "・

投資有価証券の売却および貸付金の回収

有価証券の購入

有価証券の売却

定期預金の(増加)減少

1992年の買収額一買収資産に含まれる現金・預金

6 ， 978百万円控除後(注記3)

その他

投資活動に使用した現金・預金(純額)

財務活動からのキャッシュ・フロー:

長期借入

新株発行 (新株発行費控除後)

長期借入金の返済

短期借入金の増加(減少)，

現金配当金・

その他

財務活動から得た(財務活動に使用した)現金・預金(純額)

為替相場変動の現金・預金および現金等価物に対する影響額

現金・預金および現金等価物純増加(減少)額

現金‘預金および現金等価物期首残高

現金・預金および現金等価物期末残高

添付1の注記は、これらの連結財務諸表の一部であります。

単位 : 百万円

3 月 3 1 日に終了した Z 年間

1991年 1992年 1993:凬. 

￥ 116 ，925 ￥ 120， 121 ￥ 36，260 

214,116 265:208 274,477 
2,046 (570) (1,251) 
3,319 6.465 9,205 
4.148 7,209 19870 

(61 ,544) 
6.214 17.126 , (33,528) 

、

(98,951 ) 16,471 43,197 
( 132,324) ( 158,202) 68,722 

(67,641) (1 1,946) 8,016 
81 ,069 (49,830) (48,702) 
20.612 (29,098) 8,441 
60,880 (7,970) (19,267) 

(42,936) 37 ,417 68,035 

167.477 150,857 415,475 
』

( 402,954) (444,828) (267,855) 
9,957 23 ,526 6,308 

120,426 
(1 01 ,642) (1 61 ,771) (317,657) 
87.230 102,122 268,093 

(69,154) (95 ,578) (166,881) 
98.238 106,430 170,606 
73,897 (26,261) 64,174 

(38 ,146) 
¥ (4,571) (2 ， 823) 、 (985) 

(308 ,999) ( 416,903) (244,197) 

131 ,674 272,012 228,695 
1,796 

(69,639) (38 ,034) (37,176) 
91 ,781 32,928 (257,409) 

(16,890) (1 7,141) (18,611) 
1.310 ( 4,875) (14,010) 

140,032 244,890 (98,511) 

(7 ,206) (3 ,453) (1,893) 

(8 ,696) (24,609) 70,874 
451 ,668 442,972 418,363 

￥442，972 ￥418 ， 363 ￥ 489，237 

単位:千米ドノレ
(ì主記 2) 

3月 3 1 日に終了
した1壬1三間

1 993:凬. 

$ 312,586 

2,366,181 , 

(10,784) 
79,353 
16,121 

(Z89,034) 

372,388 
592,431 
69,103 

(419,845) 
72,767 

(166,095) 
586,508 

3,581;680 

(2,309,095) 
54,379 

(2,738,422) 
2,311,147 

(1,438,629) 
1,470,741 

553,224 

(8,491) 

(2,105,146) 

1,971,509 

(320,483) 
(2,219,043) 

(160,440) 
(120,776) 

(849,233) 

(16,319) 

610,982 
3,606,578 

$4,217,560 
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連結財務諸表注記
ソニー株式会社および連結子会社

固主要な会計方針の要約
当社および日本の子会社は、日本において一般に公正妥当と認めら

れた会計原則に従って、会計帳簿を保持し、財務諸表を作成しておりま

す。また、当社の海外子会社は、その子会社が所在する国において一

般に公正妥当と認められた会計原則に従っております。当連結財務諸

表には、米国において一般に公正妥当と認められた会計原則に適合す

るために、税金の期間配分処理、新株引受権の資本化、特別積立金

の修正、費用の計上ならびに外貨換算等の修正および組替えが反映

されております。これらの修正事項は、法定帳簿には記録されておりませ

ん。

上記の修正事項を反映した後の主要な会計方針は以下のとおりで

あります。

(7)連詰の基本方針ならびに関連会社に対する按貨の会計処理

当社の連結財務諸表は、当社および当社が過半数の株式を所有

する子会社の勘定を含んでおります。連結会社聞の重要な取引ならび

に債権債務は、すべて消去しております。20-50%所有会社に対する投

資は、取得価額に未分配利益に対する当社の持分額を加算した金額

をもって計上しております。当期純利益は、これらの会社の当、年度の純

利益に対する当社の持分額から未実現内部利益を控除した金額を含

んでおります。

連結子会社および持分法適用会社に対する投資のうち、当該会社

の純資産額の当社持分こを超える金額は、取得時点における適正価額

にもとづき、認識しうる各資産に配分しております。特定の資産に配分さ

れなかった金額は、営業権として計上しております。

連結子会柱あるいは持分法適用会社は、公募あるいは転換社債の

転換により、当該会社に対する 1 株当りの持分額を超える、あるいは下

回る価格で、第三者に対して株式を発行する之とがあります。このような

取引によって認識される当社持分の増減額は、その持分の変更が発
生した年度の損益として計上しております。

包外貨損算

海外子会社および関連会社の財務諸表項目の換算において、資産

ならびに負債は、決算日の為替相場によって円貨に換算し、収益ならび

に費用は、取引発生日の為替相場によって円貨に換算しております。そ

の結果生じた換算差額は、累積外貨換算調整額として資本の部に表

示しております。

当社および子会社の外貨建金銭債権および債務は、決算日の為替

相場じよって換算し、その結果生じた為替差損益は、当年度の損益に

計上しております。
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信)収益認揚

当社の製品売上高は、出荷基準で計上しております。

映画部門における劇場映画収益は、劇場公開日基準で計上してお

ります。テレビ放映権からの収益は、映画あるいはテレヒ守番組がはじめて

放映可能となった時点で計上しております。ホームビデオの売上高は、

出荷基準で計上しております。

(4)現金・預金および現金等価鞠

現金・預金および現金等価物は、取得日からほぼ 3 ヵ月以内に満

期の到歩する流動性の高い投資で、表示された金額で容易に換金さ

れ、かつ満期日までに利率の変化による価額変動が僅少なもののみを

含んでおります。

包市場性ある有価E券およびその他の按資

有価証券および投資有価証券その他に含まれている市場性ある株

式は、それぞれ一括し、また、その他の市場性ある有価証券は、個別に

t低価法により評価しております。

上記以外の投資有価証券は、取得価額またはそれ以下の価額で計

上しております。売却された市場性ある株式の原価は、銘柄別に平均

法により計算しております。

(6)濁卸資産

エレクトロニクスおよびレコード部門におけ芯棚卸資産は取得原価てや

評価しており、時価を超えているものはありません。これらの棚卸資産の

取得原価は、先入先出法により計算している一部の子会社の製品を除

き、平均法によって計算しております。映画部門における棚卸資産は、フ

ィノレム製作費用・プリント費用・宣伝費用および間接費の配賦額を含

んでおります。これらの映画製作原価は、当社の予想総収益に対する

各年度の収益割合に応じて償却しております。また、各映画ごとに未償

却残高を予想正味実現可能価額と比較し、必要と認められた場合は

評価減を行っております。第一次市場からの収益に対応して償却され

る映画およびテレヒ守番組の製作原価は流動資産として計上しておりま

す。映画の第一次市場は、劇場、ホームヒ守デオおよび、有料テレビ放送

宏含みます。テレヒ守番組の第一次市場は、オ、ットワーク・初公開シンジ、ケ

ート配給を含みます。その他の映画製作原価は、長期棚卸資産として

表示しております。



伊)有形題定資産および減価償却

有形固定資産は、取得原価て表示しております。有形固定資産の

減価償却費は、当該資産の区分、構造および用途等により見積られた

耐周年数にもどづき、主として、当社おiび‘日本の子会社においては定
率法、海外子会社においては定額法で、それぞれ計算しております。一

定額以上の更新および追加投資は、取得原価で資産計上しておりま

す。維持、修繕費および少額の更新、改良に要した費用は発生時の費

用として処理しております。

(8).無形酉定資産および営業権 t 

無形固定資産は、主としてアーテイストコントラクトおよび、ミュージ、ツク

カタログからなっており、それぞれ主に16年および21年で均等償却して

おります。

買収時に計上された営業権は、主に40年で均等償却しております。

(9)漣蔵者に対する逗襲年金以外の首位債務

1990年12月に、米国財務会計基準審議会は、その基準書第106号

「退職者に対する退職年金以外の給付債務の会計処理

(Employers' Aじcounting for Postretirement Benefits Other 

Thari Pensions) J (以下基準書第106号)を公表しました。これは退職

者に対する退職年金以外の給付額を見積り、債務として計上することを

要求するものです。当社の場合、基準書第106号は1993年4月 1 日に開

始する会計年度より適用することになります。基準書第106号を適用した

場合、 1993年 3 月 31 日時点で約3 ， 000百万円 (25 ， 862千米ドノレ)の

債務が見積られます。

aDJ体聴者等に対する鎗付債務

1992年11月に、米国財務会計基準審議会は、その基準書第112号

「休職者等に対する給付債務の会計処理(Employers' Accounting 

for Postemployment Benefits) J (以下基準書第112号)を公表しま

した。当社の場合、基準書第112号は1994年 4 月 1 日に開始する会計

年度より適用となりますが、その影響は重要でないと思われます。

(/1).法人税等およひ‘婦別積立金
当社、日本の子会社および一部の海外子会社は、税務上、利益金

処分または費用として計上することを条件として、財務会計では必要とさ

れなし、特別償却準備金および海外市場開拓準備金等の損金算入が 1

認められております。これらの準備金等は、法人税等の支払いを繰り延
べる効果があります。したがって;法人税等相当額を繰延税金として処

国米ドルによる表示額 ノ
米ドノレ金額は、便宜的に円貨を米ドノレに換算した額を表示しておりま

す。これらのドノレ表示額は、円金額が実際の米ドノレを表したり、または、

米ドノレに換金されたり、あるいは換金されうるというように解されるもので

理し、当該税額控除後の残額は、連結財務諸表上、特別積立金として

表示しております。

1992年2月に、米国財務会計基準審議会は、その基準書第109号

「法人税等の会計処理(Accounting for Income Taxes) J (以下基

準書第109号)を公表しました。基準書第109号によると繰延税金の算

定においては資産 ・負債法が要求されております。当社の場合、基準

書第109号は1993年 4 月 1 日に開始する会計年度の第 1 四半期より

適用することになります。基準書第109号を適用した場合、 1993年 3 月

31 日時点の繰延税金資産およびその他の剰余金はともに3 ， 000百万 ，

円 (25 ， 862千米ドノレ)ーカ 3 ら4 ， 000百万円 (34 ， 483千米ドノレ)増加すると

見積られます。

(12) 1 椋当り当期純利益

1 株当り当期純利益は、新株引受権および一部の転換社債を合む

普通株式相当証券の希薄化の影響を考慮し、普通株式の各年度の

平均発行済株式数にもとづき計算しております。

また、株式分割による無償新株式の発行を考慮し、調整しております。

(19)株式分割による無償新株式の発行

当社は、株式分割による無償新株式の発行を行うことがあります。こ

の会計処理には、額面額により資本準備金から資本金勘定へ振替処

理を行う方法と、何ら振替処理を行わずに、資本金勘定中の額面額を

超える部分を当該発行に充当する方法とがあります。 19~1年4月 1 日より

適用された改正商法のもと、従来の株式配当は、株主総会の決議によ

り、その他の剰余金から資本金勘定への組入れと、その金額に対する取

締役会で決議された株式分割による無償新株式の発行により行われ

ます。

(14)新株発行費

新株発行費は、米国では一般的に資本勘定の控除項目として処理

されておりますが、日本の商法上、この処理は認められておりません。し

たがって、連結財務諸表上、当該費用は、関連する繰延税金を控除し

た額をもって、その他の剰余金から直接控除しております。

(15)表示方法の変更

-1991年3月 31 日および1992年3丹 31 日に終了した年度の連結損益

および剰余金結合計算書のうち一部の科目を、 1993年3月 31 日に終

了した年度の表示に合わせて組替え再表示しております。

はありません。 1993年3月 31 日現在の東京外国為替市場での実勢為

替相場1米ドノレニ 116円を当連結財務諸表上の米ドノレ額表示のため

に使用しております。
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回買収
1991年8月 23 日に、 当社は、ソニー・ピクチャーズ・エンタテインメン ト・

インクがそれまででジ、ョイントぺ、ンチャーとして保有 していたアーノレ・シー・

エー・コロンピア・ホーム;ビデオ (RCA/コロンピア社)の残り50%の持

分を約325百万米ドノレて耳文得いたしました。買収後コロンピア・トライスタ

ー・ホームビデオに社名変更された同社およびその関係会社は、各国

ていホームピデオの販売を行っております。

この買収は、パーチェス法て処理され、当社の連結財務諸表には、

被買収会社の買収日以降の期間の経営成績が含まれております。買

売上高

当期純利益

1株当 り 当期純利益

収価額のうち、取得純資産を超過する部分の金額は、各資産にその適

正価額にもとづいて配分し、配分されなかった金額については営業権-と

して計上しております。

以下は、 1991年3月 31 日および1992年3月 31 日に終了した各年度の

期首にRCA/コロンヒ守ア社の買収が行われたと仮定した場合の各 1 年

間の当社の連結経営成績を表したものであります(監査は受け〈おりま

せん) 。

単位:百万円

3月 31 日に終了した

1年間

1991年

￥283.0 1 ￥29仏

上記の経営成績は、各年度の期首に買収が履行された場合の実際の、若しくは、将来の予想される業績を表すものではありませんq

固キャッシュ・フローに関する情報
法人税等の支払額は、 1991年3月 31 日、 1992年3月 31 旬および1993

年3月 31 日に終了した各1年間において、それぞれ124 ， 397百万円、

104 ， 674百万円および76 ， 2 16百万円 (657 ， 034千米 ドル)であ ります。

また、これらの年度における利息の支払額は、それぞれ98 ， 95 1百万円、

105 ， 179百万円および、92 ， 972百万円 (801 ， 483千米わけであります。

キャピタル・リースの未払金に新たに計上された額は、 1991年3月 31

日、 1992年3月 31 日および1993年3月 31 日に終了 Lた各1年間におい

て、それぞれ12 ， 828百万円、 6 ， 244百万円および549百万円 (4 ， 733千

固棚卸資産

米わけであります。

転換社債から資本金および資本準備金に転換された金額は、 1991

年3月 3 1 日、 1992年3月 31 日および1993年3月 31 日に終了 した各1年

間において、それぞれ34.897百万円、 2.975百万円および225百万円

(1 ， 939千米ドノレ)であります。

1992年3月 31 日に終了した1年間 において 当社 は、 買 収により、

16 ， 198百万円の負債を引き継ぎました。

1992年3月 31 日現在および1993年3月 31 日 現在の棚卸資産の内訳は下記のとおりであります。

単位: 百万円 単位:千米ドノレ

3月 31 日現在 3月 31 日現在

1992壬手 1993年 1993年

流動資産

製品 -￥548 ，'190 ￥438，542 $3,780,534 
仕掛品・ 128,873 108,022 931,224 
原材料・購入部品 127,634 102,271 881,647 

映画

既公開 72,310 55,846 481,431 

￥877 ，007 ￥704，681 $6,074,836 

長期棚卸資産-映画

既公開 -￥ 123 ， 816 ￥119，279 $1,028,267 
製作中 ・ 87,903 105,134 906,328 

￥211 ， 719 ￥224，413 $1,934,595 
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固関連会社に対する取引および取引残高
関連会社との取引および取引残高は下記のとおりであります。

売掛金

買掛金

売上高

仕入高

、、

, . 

固市場性ある有価証券および投資有価証券
1992年3月 31 日現在および1993年3月 31 日現在における有価証券

および投資有価証券その他に含まれている市場性ある株式の原価総

有価証券:

原価

時 . f面

投資有価証券その他:

単位:百万円

額および時価総額の内訳は下記のとおりであります。

単位 : 百万円

3月 31 日現在

1992年 1993年

￥ 1 ，6621 ￥ 421 

1,3631 423 

単位 :千米ドノレ

$ 3,629 
3,646 

原価 ・ ￥ 37， 8281 ￥ 36，283

時 価・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 112,8751 113,845 
$312,784 

981,422 

1993年3月 31 日現在の市場性ある株式にかかる未実現利益および損失の総額は下記のとおりであります。

有価証券

投資有価証券その他

1991年3月 31 日、 1992年3月 31 日および1993年3月 31 日に終了した

各1年間における市場性ある株式の売却損益は、それぞれ1 ， 131百万

円の売却益、 350百万円および244百万円 (2 ， 103千米ドノレ)の売却損

であります。

1992年3月 31 日現在および1993年3月 31 日現在の株式以外の市

場性ある有価証券の原価はおおむね時価であります。

回無形固定資産および営業権の償却累計額

単位 : 千米ドノレ

当社は通常の事業において、多くの非上場会社の株式を長期の投

資有価証券として保有しており、投資有価証券その他に含めておりま

す。

1993年3月 31 日現在の非上場会社に対する投資の貸借対照表計

上額は与， 801百万円 (75 ， 871千米ドノレ)となりますが、そり時点てやの公

正価額は算定不能のため計算しておりません。

1992年3月 31 日現在および1993年3月 31 日現在における無形固定 106.840百万円 (921 ， 034千米わけであります。

資産および営業権の償却累計額は、それぞれ91 ， 032百万円および

, 
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園短期信入金および醐借入債務
1993年3月 31 日現在の短期借天金の内訳は下記のとおりであります。

借入金(主として銀行借入金) (利率:年3.31%-15.35%)

コマーシヤノレペーパー(利率:年3.10%-3.77%)

1993年3月 31 日現在の長期借入債務の内訳は下記のとおりであります。

無担保の借入金(借入先:主として銀行)
[利率:年2.0%-14.00%、返済期限 1993年-2010年]

担保付の借入金(借入先: 主として生命保険会社および銀行)
[利率:年7.5%-10.13%、返済期限 1995年-2Q02年]

ミディアム・ターム・ノート(連結子会社の発行)

[利率:年3.2%-8.67%、返済期限 1993年-2000年]
ー 無担保米貨建転換社債:転換価格3 ， 200.2円 (12.49米ドノレ: 1米ドノレを￥256.30で換算)

[利率:年6.0%、満期 1997年、期限前償還可能]
無担保転換社債:転換価格4 ， 159.9円 (35.86米ドノレ)
[利率:年2.0%、満期 2000年、期限前償還可能]

無担保転換社債:転換価格4 ， 387.9円 (37.83米ドノレ)
[利率:年1.5%、満期 2002年、期限前償還可能]

無担保転換社債:転換価格5 ， 415.5円 (46.69米ドノレ)

[利率:年1. 4%、満期 2003年、期限前償還可能]
無担保転換社債:転換価格7 ， 990.9円 (68.89米ドノレ)
[利率:年1. 4%、満期 2005年、期限前償還可能]

無担保スイスフラン建転換社債(連結子会社の発行) :転換価格1 ， 589円 (13.70米ドノレ)
[利'率:年5.25%、満期 1995年、期限前償還可能]

無担保分離型新株引受権付社債
[利率:年0.3%、満期 1994年、期限前償還可能]

無担保米貨建社債

[利率:年8.25%、満期 1993年]
無担保社債

[利率:年6.875%、満期 2000年]
無担保米貨建劣後社債(連結子会社の発行)

[利率:年9.875%、満期 1998年]
無担保社債(連結子会社の発行)
[利率、:年10.50%、満期 1994年、期限前償還可能]

無担保米貨建米ドノレ/円為替連動債(連結子会社の発行)
[満期 2001年]

無担保日経インデックス債(連結子会社の発行) ‘
[満期 1997年、期限前償還可能]

無担保円・ドイツマノレク為替連動債(連結子会社の発行)

[利率:年7.0%、満期 1995年、期限前償還可能]
無担保社債(連結子会社の発行)

[利率:年5.7%、満期 1997年、期限前償還可能]
無担保シンガポーノレドノレ建社債(連結子会社の発行)

[利率:年7.5%、満期 1996年]
無担保社債(連結子会社の発行・)

[利率:年6.0%、満期 1997年、期限前償還可能]
無担保変動利付社債(連結子会社の発行)
[満期 1997年、期限前償還可能]

無担保変動利付社債(連結子会社の発行)

[満期 1996年、期限前償還可能]
担保付社債(連結子会社の発行)
[利率:年5.0%、満期 1996年、期限前償還可能]

担保付社債(連結子会社の発行)
[利率:年5.3%、満期 1996年、期限前償還可能]、

長期キャピタル・リース未払金
[利率:年2.5%-24.4%、返済期限 1993年-2008年]

預り保証金

控除: 1年以内に返済期限の到来する額-
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千米ドノレ

単位:百万円 単位.千米ドノレ

￥ 208 ， 500 $1 ,797,414 

3,692 31 ,828 

227,099 1,957,750 

56 483 

1,662 14,328 

4,146 35,741 

31 ,744 273,655 

298,561 2,573,802 

3,691 31 ,819 

94,838 817,569 

11 ,627 100,233 

50,564 435 ,897 

38,754 334,086 

2,450 ‘ 21 ,121 

才 56 6,517 

-6,2101 53 ， 5341 、

2,705 23,319 

4,650 40,086 

1,770 15,259 

11 ,775 101 ,5D8 

13,898 119,810 

18,215 157,026 

2,000 17,241 

2,000 17,241 

21 ,253 183,216 
4,407 37,991 

1,067,023 9,198,474 
186,628 1,608 ,862 

￥ 880， 395 $7,589,612 



1993年3月 31 日現在の長期借入債務( 1 年以内に返済期限の到

、 来するものを含む)の公正価額は983 ， 278百万円 (8 ， 476 ， 534=t，米ド

ノレ)と見積られます。公正価額の見積りは、類似した負債を当社が新た

に借入れる場合仁適用される利子率を使って将来の返済額を現在価

値に割ヲ|いて計算しております。

1990年2月 14 日に当社は、 0.3%利付分離型新株引受権付社債

(未償還残高1 ， 000億円)を発行しました。 1新株引受権は、 1社債券

(券面額1百万円)ごとに付与されており、その所有者は1新株引受権に

つき、 1百万円 (8 ， 621米ドノレ)相当の当社普通株式を1株当り 7 ， 670円

(66.12米ドノレ) (状況により調整されます)で取得する権利 (1単位)を

有します。 1993年3月 31 日現在で、 1990年に発行された1 ， 000億円

(862 ， 069千米ドノレ)の新株引受権は未行使であり、この新株引受権

の行使期間は1994年2月 10 日に終了します。

社債発行時における新株引受権の適正な見積価額を、資本準備金

として計上するとともに、社債の未償還残高から同額を発行基金として控

除しております。これらの発行差金は、社債の償還期間にわたり償却さ

れます。 1994年満期の0.3%利付分離型新株引受権付社債の実質

的な利率は新株引受権について見積られた価額を考慮すると、年6.2

%となります。

1993年3月 31 日現在、帳簿価額8 ， 905百万円 (76 .， 767千米ドノレ)の

有形固定資産が、借入金および連結子会社が発行した普通社債の

担保に供されております。

1993年3月 31 日現在における長期借入債務の1993年4月 1 日以降の5年間の各年度別の返済予定績は次のとおりであります。

3月 31 日に終了する各年度

1994年

1995年

1996年

1997年

1998年

. ( 

邦銀数行との取引約定書にもとづき、当社は当該銀行から要求があ

れば直ちに担保(当該銀行に対する預金を含みます)を提供し、あるい

は保証人をたてる義務を負っております。この約定または他の理由により

回年金および退聴金制度
当社および日本の子会社の従業員は、通常、退職時に、その時点に

おける給与と勤続年数にもとづいて計算された退職一時金または以下

に述べる年金の受給資格を有します。定年前に退職した場合の最低支

給額は、通常、自己都合による退職事由にもとづいた金額となります。定

年退職を含む会社都合による退職の場合、従業員は最低支給額を上 L

回る退職金を支給されます。役員の退任に際してはよ内規じもとづく退

職一時金が、株主総会の決議を要件として支払われます。

1991年11月 1 日より、当社および一部の日本の子会社は、こ，れまで

の適格退職年金制度に代えて、厚生年金保険法にもとづく厚生年金基

金制度を発足させました。一方、その他の日本の子会社は、従来の適

格退職年金制度を継続しでおります。この厚生年金基金制度は、会社

と従業員からの拠出により構成される国の年金制度の一部を会社が代

行し、また適格退職年金制度の給与」比例部分を加算部分として引き続

、 き合むものであります。現行の給付規則のもとで、通常、 15年以上勤続

後退職する従業員に対する退職金の60%がこの制度により充当され、

単位:百万円

・￥ 186，628

117,820 

39,986 
89,285 

.175,530 

単位:千米ドノレ

$1 ,608 ,862 
1,015,690 
I 344,707 

769,698 

1,513,190 

供される担保は、当該銀行に対する現在および将来のすべての債務を

共通に担保するものであります。

残りの部分については退職給与引当金により支給されます。給付は退

職する従業員の選択により月払いの年金あるいは一時金として支給呑

れます。年金基金へ拠出された資金は関係法令に従い、数社の金融

機関により運用されております。

大部分の海外子会社は、はぽ全従業員を対象とする給付建年金制

度あるいは退職一時金制度を有しており、拠出による積立てを行クか、

引当金を計上しております。これらの制度にもとづく給付額は、主に退職、

時の給与と勤続年数によって計算されます。

米国財務会計基準書第87号「退職年金に関する会計処理

(Employers' Accounting for Pensions) J にもとヴ 0991年3月 31

日、 1992年3月 31 日および1993年3月 31 日に終了した各 1 年間の純退

職・年金費用および1992年3月 31 日現在および1993年3月 31 日現在

の年金制度の財政状況ならびに計算上の想定率は次のとおりでありま

す。
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日 本国内制度 単位:百万円 単位 : 千米ドノレ

3月 3 1 日に終了 した1年間 3月し3T1J日1 &にFHJAI1 F了

199 1年 1992年 1993年 1993年

純退職・年金費用 (収益) : 
, 

勤務費用一年間給付発生額 ￥ 12 ，641 ￥ 16 ， 120 ￥19，533 $168,388 
予測給付債務に係る利息費用 6,981 8,096 9,450 81,466 
年金資産運用 (収益) 損失 2,630 、(2 ， 8{)5) . (3,273) (28,216) 
純償却費用および繰延損益 (9,531) (2,037) 99 853 

年金数理上の純退職・年金費用 12,721 19,314 25,809 222,491 
従業員負担分 (770) (1,919) (16,543) 

純退職・年金費・用 ￥ 12，721 ￥ 18 ， 544 ￥23，890 $205,948 

海外制度 単位 : 百万円 単位:千米ド、ノレ

砂.. 3月 3 1 日に終了、 した1年間 3 .r=Jし3T1J日1王手に!J日A1F 了

199 1年 1992年 1993年 1993年

純退職 ・年金費用 (収益) : 

勤務費用一年間給付発生額 ￥5，216 ￥9， 132 ￥ 9，983 $86,060 
予測給付債務に係る利息費用 -2,607 2,682 2,694 23,224 
年金資産運用収益 (1 ,031) (2,740) (1,393) (12,009) 
純償却費用および繰延損益 (72乃 309 (829) (7,146) 

純退職・年金費用 - ・ ￥6，065 ￥9 ， 383 ￥10，455 $90,129 

年金制度の財政状況 日本国内制度 海外制度

単位・百万円 単位 千米ドノレ 単位百万円 単位:千米ドノレ

3月 3 1 日現在 3月 3 1 日現在 3月 31 日現在 3月 31 日現在

‘ 1 992年 1993{ド 1993年 1992年 1993年 1993年

給付債務の年金数理にも とづ く現在価値一

確定給付 ￥ 98 ，056 ￥112，489 $ 9(i9,733 ￥23 ，673 ￥23，694 $204,259 
未確定給付 27,594 33,69. 290,440 2,D72 1,620 13,965 

累積給付債務 125,650 146,180 1,260,173 25 ,745 25,314 218,224 
昇給予測による給付増加額 57,974 54,262 467,776 14,651 13,709 118,181 

予測給付債務 178,624 200,442 1,727,949 40,396 39,023 336,405 
年金資産の公正価額 87,848 99,603 858,647 24,063 22,763 196,233 

年金資産を超える予測給付債務 90,776 100,839 869,302 16,333 16;260 140,172 
、

未認識純損失 ( 17,920) (20,873) (179,939) (372) (97) (836) 

未認識適用開始時純資産 5,122 4,747 40,922 704 520 4,483 
未認識過去勤務債務 ( 10,887) (10,148) (87,483) 一

貸借対照表に計上した

純退職・年金債務 ￥ 67 ，091 ￥ 74，565 $ 642,802 ￥ 16 ，665 ￥16，683 $143,819 

純退職・年金費用計算上の想定率 :
、 .

割引率 5.5児 5.5% 8.0児- 9.5児 7.0%-9.0% 

長期昇給率 5.0先 5.0% 4.0先- 9 .0邦 3.0%-8.5% 

長期年金資産収益率 ・ 6.0見 6.0% 6 .0児-12 .0児 7.0%-10.5% 

年金資産は、 主に利付債券と上場株式に投資されております。
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固法人税等
当社および子会社は、所得に対して種々の税金を課せられておりま

すが、日本国内における標準実効税率は、 1991年3月 31 日に終了した

1年間は約51%であり、 1992年3月 31 日および1993年3月 31 日じ終了し

た各1年間は約52%となります。多くの要因によって、税金と税引前利益

との通常の対応関係、が保たれない場合があります。それらの要因にはJ

種々の税額控除、損金不算入となる費用、控除されない子会社の損

失、海外子会社に適用される税率の相違および受取配当金の益金不

算入などがあります。

1993年3月 31 日に終了した1年間において、これまで税金を引当てて

きた当社の海外子会社の一定の未分配利益が配当されないことが明

らかになりました。その結果、当社は同会計年度において、再投資に当て

られる未分配利益への税金引当額9 ， 696百万円 (83 ， 586千米ドノレ)を

税金費用の戻し入れとして処理しました。

1993年3月 31 日現在、将来、配当することを予定していない海外子会

社の未分配利益161 ， 958百万円 (1 ， 396 ， 190千米ドノレ)および注記15.

に記載しております子会社株式売却益に対して、税金引 当を行っており

ませんc

1993年3月 31 日現在の子会社の繰越欠損金は、 1Í5 ， 085百万円
(992 ， 112千米わけであり、将来それらの子会社の課税所得から控除

できます。 これらの繰越欠損金は、最長 15年間繰り越すことができます。

回資本勘定
資本金および資本準備金の変動内容は下記のとおりであります。

単位:百万円

株式数 資本金 資本準備金

1990年3月 31 日

現在残高 331 ,928 ,730 ￥278 ，038 ￥419 ，417 

新株引受権の行使 . 459,355 1,026 1.,026 

転換社債の株式への転換 6,204,814 17,419 17,178 

1991年3月 31 日

現在残高 338,592,899 296,483 437,921 

新株引受権の行使 ‘・ 576,375 1,466 1,509 

株式分割による無償新株式の発行 33,908,621 

1992年3月 31 日

現在残高 373,077 ,8Q5 297,949 439 ,430 

転換社債の株式への転換 79,96 1 36 189 

1993年3月 3 1 日 現在

現在残高 373,157,856 ￥297 ，985 ￥439 ，619 
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1991年5月 22 日開催の取締役会の決議により、当社は1991年11月

20 日付て\株式分割による無償新株式33 ， 908 ， 621株を発行しました。

日本で一般に行われる株式分割については、会計処理は求められてお

りません。仮に米国で一般に行われる株式分割により、無償新株式の

発行が行われた場合、その他の剰余金201;078百万円 (1 ， 733 ， 431千

米ドノレ)が資本金勘定(および資本準備金勘定)に振り替えられることに

なります"0

転換社債の株式への転換は、商法の規定に従って、転換額の半額

が資本金の増加、残りの半額が資本準備金の増加として処理されま

す。

商法では、当社および日本の子会社の行勺た現金配当およびその

他の利益金処分の10%以上の金額を、利益準備金として積立てること

が要求されております。利益準備金が払込資本金の1/4に達した時

は、その後の積立は要求されません。

1993年3月 31 日に終了した会計年度に係る利益処分額は、すでに

連結財務諸表に反映されており、 1993年6月に開催される定時株主総

会の承認を得た後、商法に従って帳簿に記録されることになりますよ

, 1991年3月 31 日、 1992年3月 31 日およびゆ3年3月 31 日に終了した各1年間の累積外貨換算調整額の変動内容はで記のとおりであります。

期首残高

当期発生額

当期換算調整額に割り当てられた税額

期末残高

回研究開発費
1991年3月 31 日、 1992年3月 31 日および1993年3月 31 日に終了した

各 1年間の売上原価に計上されている研究開発費は、それぞれ

E国リース資産 ・
当社および子会社は、工場施設、事務所、倉庫、従業員の住居施設

およびその他の資産の一部を賃借しております。

. 

資産の種類 、

土地 " 

建物および構築物

機械装置およびその他の有形固定資産

償却累計額 , " , 

(1 

50 

1991年

￥23，528 

(92,.950) 

2,596 

・(￥66， 826)

単位:百万円

3 月 31 日 lゴキ了した 1 壬下問 ，

1992年 1993年

(￥111，612) 

(126;716) 

328 

(￥238，000) 

単位:千米ドノレ

($ 962,172) 
(1,092,379) 

2,8271 I 

($2,051,724) 

205 ， 787百万円、 240 ， 591百万円および232 ， 150百万円 (2 ， 001 ， 293

千米わけであります。

1992年3月 31 日現在および1993年3月 31 日現在のキャピタノレ、リー

スに該当するリース資産の内容は次のとおりであります。

単位:五万円 単位:千米ドノレ

3月 31 日現在 3月 31 日現在

生992年 1993年 1993年

￥ 793 ￥ 561 $ 4,836 
23,342 19,872 171,310 

7,186 5,005 43,147 
(6,914) (5,640) (48,621)1 

￥24，407 ￥ 19，798 $170,672 



キャピタル・リースに関して、将来支払われる最低リース料の年度別 おりであります。

の金額およびその合計額の1993年3月 31 日現在の現在価値は次のと

3月 31 日に終了する各年度

1994年

1995年

1996年 ‘
1997年 . 
1998年

1999年以降

リース料の最低支払額

控除:利息相当額

現在価値・

控除:短期リース未払金

長期キャピタノレ・リース未払金

1991年3月 31 日、 1992年3月 31 白および1993年3月 31 日に終了した
， 各1年間のオペレーテイング・リースに該当する賃借料は、それぞれ

68 ， 250百万円、 74 ， 070百万円および83 ， 829百万円 (722 ， 664千米ド

ノレ)であります。

3月 31 日に終了する各年度

1994年

1995年

1996年

1997年

1998年

1999年以降 ・ ・

将来の最低賃借料の支払額合計

田子会社株式売却益
連結子会社である鮒ソニー・ミュージ、ツクエンタテインメントは、 1991

年11月 22 日、 18 ， 000 ， 000株を公募発行いたしました。 1 株当りの発行
価格は、 6 ， 800円で、当該子会社に対する当社の 1 株当りの持分額を

超えております。この発行により、当社の持分比率は、従来の96.2%から

71 : 0%に減少しました。発行総額は122.400百万円で、これは当該子

単位:百万円 単位:千米ドノレ

￥ 4， 176 $ 36,000 
4,001 34,491 

3,022 26,052 

2,604 22,448 

2,776 23,931 
14,381 123,975 

30,960 266,897 

,9,707 83 ,681 

, . 21 ,253 183,216 
3,320 28 ,621 

￥ 17 ，933 $154,595 

1993年3月 31 日現在における当初の契約期間または残存する契約

期間が1年以上で解約不能な賃借にもとづく最低賃借料は次のとおり

であります。

単位:百万円

￥ 31 ，093 

25,786 
21 ,775 
16,494 

、 13 ，212

100,87.0 

￥209，230 

単位:千米ドノレ

$ 268 ,043 
222,293 
187,716 

142,190 
113,897 
869,568 

$1 ;803 ,707 

会社に対する当社持分の一部売却取引とみなされ、連結財務諸表上

61 ， 544百万円の子会社株式売却益を計上しております。現時点にお

いて、当社は、所有する当該子会社の株式を今後売却する予定がない

ため、この子会社株式売却益に対し~税金引当を行っておりません。

、
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固金融取引契約
当社は財務:上のリスクを回避する子段としてさまざまな外国為替契

約、金利スワップ。契約、通貨スワップ。契約および、外国為替オフ。ション契

約を結んでおります。ニのような“オフバランスシート"取引は次のとおり

であります。

外国為替契約は、大部分が 1 年以内に決済されるもので\外貨建

資産および、負債に関する為替レートの変動じよるリスクをヘッジ、するた

めに用いられております。 1992年3月 31 日現在および1993年3月 31 日現

在の契約残高は、それぞれ763 ， 570百万円および627 ， 816百万円

(5 ， 412 ， 207千米わけであります。これらの契約を1993年3月 31 日現

在における残存期間について、その時点での市場レートで換算すると、

15 ， 504百万円(1-33 ， 655千米ドノレ)の差益となります。外国為替契約は

ヘッジ、を目的として設定されており、ここでいう差益、差損は関連するヘ

ヴジ、の対象となる資産、負債の換算損益と相殺されます。

金利スワップ。契約および通貨スワップ。契約は、主に1993年から1998

年の聞に満期となり、契約に係る支払額と受取額との差額は、その契約

の期間にわたって認識されます。為替および金利の変動により借入債

務に対Jして発生する損失のリスクはこれらの契約によって軽減されます。

回契約債務および偶発債務
1993年3月 31 日現在の有形固定資産およびその他の資産の購入

等に関する契約債務は、約48.382百万円 (417 ， 086千米わけでありま

す。

手形割引に対する偶発債務と営業上および従業員の借入に対する

債務保証は1993年3月 31 日現在101 ， 647百万用 (876 ， 267千米ドノレ)

であります。

1992年3月 31 日および1993年3月 31 日に終了した各 1 年間におい

て、一部の子会社は、金融機関に対して現在および将来の売上債権を

一定の遡求権付きで売却する契約を締結しました。これに伴う損失の

可能性に対しては、十分な引当てがなされております。売却額はそれぞ

れ~， 1992年3月 31 日に終了， した 1 年間では売上債権49 ， 182百万円、

1993年3月 31 日に終了した 1 年間では現在および将来の売上債権

121 ， 859百万円 (1 ， 050 ， 509千米わけであります。 1993年3月 31 日現

/ 
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1993年3月 31 日現在、将来の支払額と受取額のキャジシュ・フローを現
在価値に害IJヲ|いて算定すると、その差額は僅少であります。 1992年3月

31 日現在および1993年3月 31 日現在の金利スワップ。契約の名目元本

総額は、それぞれ77 ， 904百万円および197 ， 185百'万円 (1 ， 699 ， 871千

米わけであります。また、通貨スワップ。契約の名目元本総額は、それぞ

れ195 ， 360百万円および186 ， 200百万円 (1 ， 605 ， 172千米わけであり

ます。

為替yスクをヘッジ、するために購入したオフ。ションに係る支払オフ。ショ

ン料の一部を補うため、売建外国為替オフ。ションを保有しております。こ

れらの為替オフ。ションの1993年3月 31 日における公正価額の見積額

は、簿価と近似しております。 1992年3月 31 日現在および1993年3月 31

日現在の売建外国為替オフ。ションは、それぞれず1 '， 739百万円および
19 ， 598百万円 (168 ， ，948千米わけであり、その行使日は貸借対照表

日以降数ヵ月以内であります。当社は取引先による契約不履行や金

利・為替相場の動きにより、損失を被ることも考えられますが、上記の金
融取引契約について現時点においては重大な損失の発生は予想して

おりません。

在の売却された売上債権の残高は、 133 ， 960百万円 (1 ， 154 ， 828千米

ドノレ)であります。

音楽業を営む一部の子会社は、アーテイストならび、にレコード、テー

フ。、 CDおよびビデオの製造・販売会社との聞に長期契約を締結してお

ります。これらの契約は多様でありますが、主として1997年3月 31 日まで

の期間に関するもので、あります。 1993年3月 31 日現在の当該長期契約

における支払予定額、は、 27.775百万円 (239 ， 440千米わけでありま

す。

当社および一部の子会社は数件の訴訟の被告となっております。し

かし、当社および当社の法律顧問が現在知りうるかぎり、それらの訴訟

による損害は仮lこあったとしても、連結財務諸表に重大な影響を及ぼす

ものではないと考えております。
ノ
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回セグメント情報
っております。当社は世界中で、主として 2 つのセグメント Lエレク トロニクスおよび、

エンタナインメント) にわたる事業を行っております。

エレクトロニクス分野は、 ビデオ機器、音響機器、テレビおよびその他

製品のデザイン、開発、製造および、販売を行っており ます。エンタテイン

メント分野は、音楽、映画作品の製作、マーケテイングおよび配給を行

次の表科、 1991年3月 31 日、 1992年3月 31 日 お よ び1993年3月 3 1 日

に終了 した各 1 年間の当社の事業の種類別セグメントおよび所在地 、

別セクマメント l こ関する情報であります。

事業の種類別セグメント情報 単位: 百万円 単位 : 千米ドノレ

3月 3 1 日に
. 3 月 31 日に終了 した 1 年間

終了した1年間

1991年 1992壬F 1993年 1993年

売上高および営業収益 :

エレク トロニクス : . 
外部顧客に対するもの ￥2，961 ，909 ￥ 3.149.847 ￥3，161，878 $27,257,569 
セグメント間取引 12,077 9,491 11,537 99,457 

計 " 2,973,986 3,159,338 3,173,415 27,357,026 
エンタテインメント:

外部顧客に対するもの
, 

733,599 778,820 831,040 7,164,138 
、

セグメント間取引 4,428 4,552 3;990 34,396 

計 738,027 783,372 835,030 7,198,534 
セグメント間取引消去 ( 16,505) (1 4,043) (15,527) (133,853) I 

連結 . . ・ - ￥ 3 ，695 ， 508 ￥ 3 ，928 ，667 ￥3，992，918 $34,421,707 

営業利益 :

エレクトロニクス ・ - ￥ 262，910 ￥ 1 27 ， 328 ￥ 80,140 s 690,862 
¥ 

.517:474 I エンタテインメント 49,407 65,632 60,027 
配賦不能営業費用控除およびセグメント間取引消去 (1 0,136) (1 3,411 )1' (13,707) (118,164) 

連結
、, 

￥ 302 ， 1 8 1 ￥ 179 ， 549 ￥ 126，4ω $ 1,090,172 

識別可能資産 :

エレクトロニタス ￥2，667 ，232 ￥2 ，940， 3 3 1 ， ￥2，673，625 $23,048,491 
エンタテインメント 1,568,881 1,635,271 1,539,974 13,275,638 
配賦不能資産およびセグメント間取引消却 366,382 335,527 316,231 2,726,130 

連結 . . , . . . . ￥4，602，495 ￥ 4，911 ， 1 29 ￥ 4，529，830 $39,050,259 

減価償却費 :

エレクトロニクス ￥ 168 ，407 ￥ 2 19，403 ￥ 、 227，683 $ 1,962,784 
エンタテインメンド 44,128 44,567 44,857 386,699 
配賦不能減価償却費 に ・ 1,581 1,238 1,937 16,698 

連結 ￥ 2 14， 116 ￥ 265 ，208 ￥ 274，477 $ 2,366,181 

設備投資額 :

エレクトロニクス ・ -￥ 373 ， 888 ￥ 398 ，296 ￥ 194，920 $ 1,680,345 
エンタテインメント 34,191 44,757 51,922 447,604 
配賦不能設備投資額 . 〆 ・ 3,573 10,062 4,275 36,853 

連結 - ・ . '. -￥ 411 ，652 ￥ 453 ， 115 ￥ 251，117 $ 2,164,802 
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所在地別セグメント情報 単位:百万円 r 単位:千米ドノレ

3 月 31 日に終了した 1 年間
3月 31 日に

終了した1年間

1991年 1992年 1993年 1993年

売上高および営業収益:

日本:

外部顧客に対するもの 、 -￥ 1 ，447 ，075 ￥ 1 ， 505 ，747 ￥ 1，453，215 $12,527,716 
セグメント間取引 .. 887,489 1,002,447 984,496 8,487,034 

計 2,334,564 2,508,194 2,437,711 21,014,750 
米国: / 

外部顧客に対するもの . ， ・ .. ・ ‘ ・ 943,059 997,081 1,058,788 9,127,483 
セグメント間取引 3.2,246 32,035 33,743 290,888 

計、 975,305 1,029,116 1,092,531 9,418,371 
欧州:

外部顧客に対するもの 980,059 1,028,294 1，006，859・ 8,679,819 
セグメント間取引 . . " 5,892 5.324 6,196 53,414 

言十 , 985,951 1,033,618 1,013,055 8,733,233 
~ 

その他地域:

外部顧客に対するもの 325,315 397,545 474,056 4,086,690 
セ~.メント間取引 169,971 248,014 291,858 2,516,01.!7 

計 495,286 645,559 765,914 6,602,707 
セグメント間取引消去 (1,095 ,5.98) (1 ,287,820) (1,316,293) (11,347,354) 

連結 -￥3 ，695 ， 508 ￥ 3 ，928 ，667 ￥3，992，918 $34,421,707 

営業利益:

日本 -￥ 161 ，283 ￥ 47,974 ￥ 55,243 s 476,233 

米国 40,882 43,905 35;098 302,569 

欧州 . ' ・ 98,927 86,738 60,129 
, 252185,,37533 3 

その他地域 31 ,345 38,874 26,185 
配賦不能営業費用控除およびセグメント間取引消去 (30,256) (37,942)1- (50,195) (432,716) 

連結 、 ・ . . ~ -￥ 302， 181 ￥ 179 ，549 ￥ 126，460 $ 1,090,172 

識別可能資産:
ゐ

" 

日本 -￥ 1 ，9~8，043 ￥2， 188 ，326 ￥2，114，956 $18,232,380 
米国

/ 

1,613,286 1,659,205 1,481,193 12,768,905 ~ . . . 
欧州 . . 585,551 , 600,155 464,852 4,007,345 
その他地域 213,343 290,392 301,694 2,600,810 
配賦不能資産およびセグメント関取引消去 . . 242,272 173,051 、 167，135 1,440,819 

連結 . ,. -￥4，602，495 ￥4，~11 ， 129 ￥4，529，830 $39,050,259 

i輸出売上品および営業収益:

米国向け ￥ 86,614 ￥ 96,775 ￥ 113，336 s 977,035 
欧州向け .' 62,993 74,984 73,085 630,043 
その他地域向け 278,092 281,566 243,423 2,098,474 

合計・ -￥ 427 ，699 ￥ 453 ， 325 ￥ 429，844 $ 3,705,552 

事業の種類別および所在地別セグメントのセグメント間取引は独立

企業間価格で行っております。営業利益は、売上高および営業収益か

ら売上原価および営業費用を差じヲ|いたものであります。

'類別あるいは所在地別の各々のセグメントの業務に使用されているもの

所在地別セグメント.の配賦不能営業費用には、各地域に配賦不能

な一部の開発研究費が含まれてお。ます。識別可能資産は、事業の種
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1 であります。配賦不能資産は主として、全社共通の目的で保有ιている

現金および現金等価物および市場性ある有価証券で構成されており t 

ます。



| 公認会計士の監査報告書 | 

干 107 東京都港区北青山一丁目E番3号青山ビル TEL. (03)3404-9351 

Price 1佑terhοuse 仰
1993年5月 20 日

ソニー株式会社の株主および取締役会各位べ

私どもは、ソニー株式会社およびその連結子会社の円貨で表示された1992年および1993年3月 31 日現在の連結貸借対照表ならびに1993年3月
31 日に終了じた3年間の各会計年度の連結損益および、剰余金結合計算書および、連結キャッシュ・フロー表について監査を行った。 これらの財務諸

表は、会社の経営者の責任のもとに作成されたものである。私どもの責任は、監査にもとづいて、これらの財務諸表についての意見を表明することであ
る。

私自は、一般に認められた監査基準に準拠して監査を行った。それらの基準は、財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な確

証を得るように、私どもが監査を計画し、実施することを要求している。監査は、財務諸表における金額および、開示の基礎となる証拠を試査により検証す

ることを含んでいる。 また監査は、財務諸表全般の表示について評価するとともに、経営者が採用した会計原則および経営者が行った重要な見積りを
検討することも含んでいる。私自は、上述の監査が、私自の意見に対する合理的な基礎を提供していると確信している。

私Eもは1992年5月 21 日付の監査報告書において、 1991年3月 31 日および1992年3月 31 日に終了した会計年度の会社の連結財務諸表が、米国

において一般に公正妥当と認められた会計原則によって要求されている産業別ならびに海外事業および輸出売上についてのセグメント情報を開示じ

ていない旨の限定意見を述ぺた。 しかしながら、連結財務諸表注記18に記載されているとおり、会社は1991年3月 31 日および、1992年3月 31'日に終了

した会計年度のこれらのセグメント'情報を、米国において一般に公正妥当と認められた会計原則に準拠して開示した。したがって、ここに示すとおり、

1991年3月 31 日および1992年3月 31 日に終了した会計年度の連結財務諸表に関する私どもの監査意見は過去に表明したものひ目違している。

私どもの意見によれば、私どもが監査した連結財務諸表は、寸べての重要な点において、ソニー株式会社およびその連結子会社の1992年および

1993年3月 31 日現在の財政状態ならびに1993年3月 31 日に終了した3年間の各会計年度の経営成績および、キャッシュ・フローを、米国において一
般に公正妥当と認められた会計原則に準拠して、適正に表示している。
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| 圏内拠点 | 
(1993年4月 30 日現在)

Dソニー木更津株式会社
1/2インチVTR: 8ミリ VTR、レーザ、ーディスクプレー
ヤ一、電子ブックプレーヤーおよCf.CD- 1 プレーヤー
の製造

Eヨソニー幸田株式会社
8ミリVTRおよびビデオ周辺機器の製造

臨書ソニー美濃加茂株式会社
8ミリVTRの製造

IDIソニーブロードキャストプロダクツ株式会社
放送局用 ・業務用オーディオ機器、VTR、カメラおよ
び光学システムの製造

震直ソニー千厩株式会社
電話機およびカーオ「テ川オの製造

mソニー板倉株式会社
オーディオ機器の製造

E議ソニー小見川株式会社、
オーディオおよびビデオ機器の製造

臨調ソニー筑波株式会社
オーディオ機器の製造

車道ソニー中新田株式会社
モービノレエレク トーロニクスおよびオーディオ機器の製

造

眠週ソニーボンソン株式会社
ヘッドホンステレオ、 MDシステムおよびCDフ。レーヤー
の製造

mソニー・太陽株式会社
マイクロホン、ヘッドホンおよびオーディオアクセサリー
の製造

mソニー一宮株式会社
カラーテレヒずおよび、業務用カラーディスフ。レイの製造

陸E ソニー電子株式会社 Aー
業務用カラーディスプレイ、カラーテレピ、カラーテレビ
用主要部品の設計および製造

IÐソニー稲沢株式会社
カラーテレビ用ブラウン管の製造

〆 E回ソニー瑞浪株式会社
カラーテレビ用ブラウン管の製造

Eヨ ソニー本宮株式会社
電子銃、偏向ヨーク、フライパック ・ トランスおよび偏平
ブラウン管の製造

盟通 ソ三一・プレシジ‘ヨン・マク‘ネ株式会社
磁気デンfイス(ヘッド、フェライト応用部品等)の製造

1mソニー豊里株式会社
オーディオカセット、業務用ビデオテープおよび‘マイク
ロフロッピーディヌク等磁気記録媒体の製造
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回連 ソニー栃木株式会社
8ミリ ・ VHSビデオテープ、デジタルオーディオテープ、
データ・カー トリッジ、の製造

fmソニー大分株式会社
半導体の製造

m~ニ一国分株式会社
半導体の設計・製造

盟ヨソニー白石セミコンダクタ株式会社
半導体の製造

援3ソニー長崎株式会社
半導体の設計・製造

mソニーデジタルプ口ダクツ株式会社
オーディオおよび、コンピュータ一機器の製造

盟議ソニー浜松株式会社
業務用VTRドラム、 CD、 MDおよびレーザーテ河スク
フ。レーヤーの光学ピックアップならびに高密度配線基
板の製造

臨書ソニーマックス株式会社
FA機器、精密部品および金型の製造

mソニーアスコ株式会社
マイクロフロッピー ディスクドライブミ CD-ROM ドライ
ブ、 MOディスクドライブ、 WO(write-once) ディスクド
ライフやおよび.その他Tータストレージデバイスの製造

f13 ソこー熱田株式会社
プリン卜配線基板の設計、試作、製造

留重ソニーエンジニアリング株式会社
オーテYオ機器・ピデオ機器の商品設計および周辺
機器製造

駆車 ソニー・レコーディング
メディア・プロダクツ株式会社

磁気 ・ 光記録媒体の販売

霞E ソニー企業株式会社
ピノレ管理、アスレチック関連商品輸入、デザ、イン企画
業務、セールスプロモーションおよびライセンス業務、

一般旅行業、語学教育業務、損害保険代理店業務、
第二電電代理店業務

段望ソニー口ジスティックス株式会社
総合ロジスティックスサービス、倉庫、運送、梱包、荷
役、航空貨物取扱、流通加工

震E ソニーサービス株式会社
ソニー製品のアフターサービス

E悶 ソニートレーデインク‘
インターナショナル株式会社

海外製品、圏内製品の輸出入 ・販売および半製品、
部品、原材料、金型、設備の調達・輸出入

思週株式会社ソニー・エナジー・テック
各種電池の製造 ・販売

底連株式会社ソニーファイナンス
インターナショナル

クレジ、ツト、リ ース、融資業務、ソニー製品のレンタル、
損害保険代理店業務、不動産の賃貸

mソニーコンスーマー
マーケテイング株式会社

日本におけるソニー製品の販売

m株式会社ソニー・ミュージ、ツク
エンタテインメント

CD、 MD、ミュージ、ツクテープおよびビデオソフトの製

造 ・販売

1m株式会社シーピー工ス・ソニー
ファミリークラブ

CD、ミュージ‘ックテープ、スポーツレジ、ヤー用品、衣料
品の通信販売および訪問販売

思週株式会社ソニー・クリエイティブプ日夕、クツ
キャラクターグッズ、およひ守化粧品の開発 ・製造 ・ 販売、
子供用AV製品の販売ならび、にデザ、イン・著作物のラ
イセンスの管理

.m株式会社ソニー・ピクチャーズ
エンタテインメント

映画および、テレピ番組の配給およびヒ、、デオソフトの複

製・ j仮売

Eヨソニーピーシー工ル株式会社
ビデオ・ HDTVy.フトの企画制作 ・編集、ビデオソフト
の植製、映像機器レンタノレ、映画 ・写真の現像・焼付

医3ソニーケミカル株式会社
ビデオテープ、接着剤、粘着テ ープ、電子部品の製
造 ・販売

mソニーマグネスケール株式会社
デジ、タノレ位置表示システム、 CNCシステム、データレコ

ーダ一、ビデオソフト高速プリントシステムの製造 ・販
売・サービス

思ヨ株式会社ソニープラザ
生活用品の輸入および販売

駆車アイワ株式会社
オーディオ機器、ビデオ機器、通信関連機器等の製
造 ・販売 ・サービス

mソニー生命保険株式会社
生命保険業務

mソニー・テクトロニクス株式会社
電子計測機器およびコンピューター ・グラフイツク関連
機器の製造 ・販売・サービス
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1盟主一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一I(1993年4月 30 日現在)

北米

・米圏

直.Sony Corporation of America 
臼993年6月18現在j

関係会社の金融及び管理業務のサポート

g S�y Capital Corporation 
Sonデ ・ Corporation of Americaおよびその関係会
社の金融業務

D Sony Electronics Inc. 臼993.1f.6月18現在j
米国におけるエレクトロニクスピジえ、スの企画および広
報活動

EI Sony Sales and Marketing of America 
(Sony Electronics Inc.の一部門)
米国におりるソニー製品の製造・販売・サービス

Sony Engineering and Manu白cturing
of America 
(Sony Electronics Inc.の一部門)
D San Diego，仁alifornia
カラーテレビ、 コンピューター ・ ディスプレイ、カラーテレ

ピ用ブラウン管、カラーテレビ用主要部品、マイクロフ
ロッピーディスクドライブおよびCD-ROMドライブの製
造

III Dothan, Alabama 
オーディオカセットおよびマイクロフロッピーデ河スクの
製造

1.1 Boca Raton , Florida 
放送局用・業務用ビデオおよびオーディオ機器の製
、llo

Jli 

EI S~n Antonio, Texas 
t 半導体の製造

ﾟ New Stanton, Pennsylvania 
リアプロジ、ェクションテレビの製造

ﾟ Sony Trans Com Inc. 
旅客機用AVエンタテインX ン ト システムの製造・販
売・サービスおよび音楽、映画プログラムの配給サー
ビス

m Irvine，仁alifornia
旅客機用AVエンタテインメントシステムの製造

m Materials Research Corporation 
薄膜形成装置および高純度金属材料の製造・販売・
サービス

E彊 Orangebu唱， New York 
薄膜形成装置および高純度金属材料の製造

D Sony Software Corporatioi1 
エンタテインメントピジオ、スの統括

Sony Music Entertainment Inc. 

(I(;I-New York,n Santa Monica ,1D) Nashville) 
全世界におけるレコーデイングオペレーション、 CD.

MD.レーザーディスク・オーディオカセット・ビデオテ
ープおよびビデオソフ トの制作・製造 ・販売

闘 Pitman ， New Jersey 
CDの製造

Ð仁arrollton ， Geo昭ia
オーディオテープの製造、ミュージ、ツクテープおよびビ
デオテープの複製

Digital Audio Disc Corporation 
E盟 Ter陀 Haute， Indiana 
CD.MDおよびレーザ、?ディスクの製造
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臨I The Columbia House Company 
、 米国 ・カナダにおける音楽ビデオソフトの通信販売

臨ISony Pictures Entertainment 
映画およびテレビ番組の企画・製作、全世界への配
給、映画の劇場公開;米国 ・カリフオノレニア州かレバー・

シティの本社を中心に全世界ベースでピジ味、スを展開

箆I Sony Electronic Publishing Company 
グ、ームソフトおよび、マノレデメテVア対応ソフトウェアの

開発 ・製造 ・販売 ・サービス

-カナダ
m Sony of Canada Ltd. 
カナダにおけるソニー製品の販売 ・サービス

中南米

・メキシコ
Magnetiεos de Mexico, S.A. de 仁~v.
日直 Nuevo Laredo 
オーディオカセーッ卜およびマイクロフロッピーディスクの
製造

-パナマ
白書 Sony (orporation of Panama, S・­
中南米におけるソニー製品の販売 ・サ」ピス

-ブラジル
悶Sony Comercio e Indu~tria Ltda. 
ブラジルにおけるソニー製品の販売・サービス

店頭 Sony Music Entertainment Brasil 
Industria e Comercio, Ltda. 
音楽ソフトの販売およびCD . ミュー ジ、ツクテープ・ LP
の製造

臨彊 Rio de Janeiro 
CD ・ ミュー ジ、ツクテープ・ LPの製造

-チリ
1m Sony Chile Ltda. 
チリにおけるソニー製品の版売・サービス

-ベネズエラ
1m Sony de Venezuelii S.A. 
ベオ、ズエラにおけるソニー製品の販売 ・サービス

ヨーロッパ

・オーストリア

‘[JI Sony' A俍tria GmbH 
オーストリアにおけるソニー製品の販売Jサービス

Sony DAD仁 Austria AG 
(1993年6月22 日現在)

D Anif, Salzbu暗 '
CD、 MDおよび、レーザーディスクの製造

陸軍 Thalgàu ， Salzburg 
CDの製造

陸殴
翻

。。

-ベルギー
竃盈 Sony Belgium N. V. 
ベルギーにおけるソニー製品の販売 ・サーてピス

.. Sony ServiC� Centre (Europe) N.V. 
ヨーロツノ f，こおけるソニー製品のサーヒ、、ス体制サポー

ト

-デンマーク
EII Son'y Nordic a/s 
北欧諸国におけるソニー製品の販売・サービス

-フランス
陸軍 Sony france S.A. 
フランスにおけるソニー製品の製造 ・販売・サービス

.. Bay(;mne, A~uitaine 
オーディオカセットの製造

EII Bayonne, Aquitaine 
光学ピックアップおよびプリント基板の製造
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ft.Dax, Aquitaine 
テープコーテインク守およびビデオテータの製造

lfI 仁olmar， Alsace 
カメラ一体型 8 ミリビデオ、 CDプレーヤ一、カーオー

ディオおよび1/2インチVTRの製造

lfI Sony Music Entertainment 
(france) S.A. 
フランスにおける音楽ソフトの販売

-ドイツ
E彊 Sony Europa G.-m.b.H. 
ソニーの欧州、|オペレーション統括
東欧を含む欧州| および、旧ソ連におけるソニー製品の販

売 ・サービス

ﾟ Sony Production Technology. 
Division Europe 
(Sony Europa G.m.b.H.の一部門)
組立ロボ、ツ 卜およびFA機器の製造 ・販売 ・サービス

， 1彊 Stuttgart
組立ロボットおよびFA機器の製造 .

m Sony Deutschland G.m.b.H. 
ドイツにおけるソニー製品の販売・サービス
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Sony."令ga Produktions G.m.b.H. 
ﾟ Stuttgart 
カラーテレビ、 コンピューター・ディスプレイおよびスピ
ーカーの製造

眠DSony Music Entertainment 、
イGermanり GmbH
ドイツにおける音楽ソフトの販売

回ISony C1assical G.m.b.H. 
クラシック音楽ソフトの販売

-イタリア
限~Sony Italia S.p.A. 
イタリアにおけるソニー製品の製造・販売 ・サービス

Ð Rove陀to
オーデ、イオカセットの製造

m Sony Music Entertainment 
(ltalり S.p.A.
イタリアにおける音楽ソフ トの販売

-オランダ
E阻 Sony Nederland B. Y. 
オランダにおけるソニー製品の販売・サービス

回調 Sony furopa B.Y. 
ヨーロッパ、アフリカ、中近東における業務用機器の海
外子会社および販売代理店に対する販売 ・サービス
ヨーロツノ fにおけるオーディオ ・ピテ守ピジi、スの統括

EヨSony Euro.fjnance B.Y. 
司ーロツノ flこおける関係会社の金融業務

m Sony Logistics Europe B..Y. 
ヨーロツノ flこおける物流

Sony Music Entertainment Inc. -
四 Haarlem
LPおよびミュージ、ツクテープの製造

圃ポルトガル

回;)Sony Por(ugal, Limitada 
ポノレ トガノレにおけるソニー製品の販売 ・サービス

-スペイン
gヨ Sony Espaβa， S.A. 
スペインにおのるソニー製品の製造 ・販売・サービス

DI Barcelona，仁ataluña
カラ?テレビ、カラーテレビ用主要部品およびリアプロ
ジ、エクションテレビ?の製造

留週 SonyMusic Entertainment (Spain) S.A. 
スペインにおける音楽ソフ トの版売
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-スイス
陸ISony (Schweiz) AG 
スイスにおけるソニー製品の版売・サービス

E国SonyO陀rseas S.A. 
ヨーロツノ flこおける外国為替および金融業務

-イギリス
医ISony United I<ingdom Limited 
イギリスにおけるソニー製品の製造・販売 ・サービス;
ヨ ーロッパ、アフリカ、中近東における放送局用 ・業務
用ビデオ、オーディオ機器および半導体製品の販売・
サービス

mg Bridgend: Wales 
カラーテレビ用ブラウン管および主要部品の製造

臨I Pencoed, Wales 
カラーテレビおよび主要部品の製造

1m Sony Financial Services 
(Europe) Limited 

ヨーロッパにおけるソニーグループを対象とした外国
. 為替 ・金融サヶピス業務

震回 SonyMusic Entertainment 
United I<ihgdom Limited 
イギリスにおける音楽ソフ トの製造 ・販売

1m Aylesbury, England 
ミュージ、ツクテーフ。の製造およびピデオソフトの複製

中近東

・アラブ首長国連邦

闘Sony Gu/f FZE 
中東におけるソニー製品の販売・サービス

\、_}〆一、島、\

3 iJf\,\ 
六、余;

アジア

-韓国
Sony Electronics of I<orea Corp. 
D Masan 
精密部品、カラーテレビ用主要部品、 CDラジオカセッ
トテープレコータ守一、カーステレオ、およびヘッドホンの
製造

-台湾
Taiwan Toyo Radio 仁0. ， Ltd. 
R Kaohsiung 
ラジオ、ラジ、オカセットテープレコーダー、電話機および
ヘッドホンステレオの製造

Sony Video Taiwan 仁0. ， Ltd. 
111 Taoyuan 
1/2インチVTRの製造

圃香港

D Sony Corporation of Hong I<ong 
Limited 
香港および東南アジアにおけるソニー製品の版売 ・サ
ービス

-タイ
g Sony Thai Company Limited 
タイにおけるソニー製品の販売・サービス

Sony Magi1etic Products 
(Thailand) Company Limited 
駆車 Bangkok
ビデオテープおよびオーディオカセッ トの製造

Sony Sig.m Industries Company Limited 
• Pathumthani 
カラーテレヒ守およびオーディオ機器の製造

Sony Semiconductor 
(Thailand) Company Limited 
M Bangkok 、
半導体の製造

-マじーシア
個Sony (Malays臼~ Sales 
& Service Sdn. Bhd. 
マレーシアにおけるyニー製品の販売・サービス

Toyo Audio 仁o. (M) Sdn. Bhd. 
E遭 Penang
ラジオ、ヘッドホンステレオおよびテープレコータゃーの

製造

Sony Electronics (M) Sdn. Bhd. 
悶Penang
ハイファイオーテ川オ機器、ラジ、オカセットテープレコー
ダーおよびCDラジ、オカセットテープレコーダーの製造

Sony TV Industries (M) Sdn. Bhd. 
翻Bangi
カラーテレビ、カラーテレビ用主要部品の製造

Sony Mechatronlc 
Products 仰 Sdn. Bhd. 
ImPenang 
マイクロフロッピーディスクドライブの製造

Sony Video 仰 Sdn. Bhd. 
DlBangi 
1 /2インチVTRおよびカメラ一体型 8 ミリビデオの製
、主k

ﾆ!. 



-シンガポール
鹿ISony International (Singapore) Ltd 
アジア、オセアニア地域におけるソニー製品の仲介貿
易、部品の調達およびサービス体制サポート、および
アジア地域における金融業務

陸軍 SonySingapore Pte. Ltd. 
シンガポールにおけるソニー製品の販売・サービス

D Sony Precision fngineering Center 
(Singapore) Pte Ltd 
精密部品の製造 ・販売 ・サービス

B FA Center 
(Sony P陀cision Engineering 

仁εnter (Singapo陀) Pte ltd の一部門)

FAシステムの設計・製造・販売・サービスおよびアジア
諸国におけるソニーグループへの生産技術サポート

悶Jurong
精密部品の製造

竃議 SOIW Logistics (Singapo陀) Pte ltd 
アジア、中近東および南北アメリカへの物流拠点

Sony Display Device (Singapore) Pte. Ltd. 
図Jurong
カラーテレビ用ブラウン管の製造

-インドネシア
P. I Sony f/ectronics Indonesia 
m Bekasi 
ハイファイオーディオ機器および、ラジ、オカセットテープレ

コーダーの製造

。

オセアニア

・ォーストラUァ
穫!ISony Australia Limited 
オーストラリアにおけるソニー製品の販売・サービス

富盛 Sony Music (Australia) Pty. Ltd. 
音楽ソフ トの販売およびCD . ミュー ジ、ツクテープの製

造

回 Lidcombe
CDおよび'ミュー ジ、ツクテープの製造

-ニュージーランド
E回 Sony New Zealand Ltd. 
ニュージーランドにおけるソニー製品の販売 ・サービス

.0 
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株主メモ

-本社所在地
ソニー株式会社
干141 東京都品川区北品川6-7-35

電話:(03) 5448-2111 

FAX: (03) 5448-2244 

TELEX:22262 (SONYCORP J22262) 

-連絡先
ご質問、または補足情報をご希望の方は下記までご連絡不さい。

I日本]
ソニー株式会社

証券業務室

干141 東京都品川区北品川6-7-35

電話:(03) 5448-2180 

FAX: (03) 5448-2183 

I米国]

Sony Corooration of America 
Investor Relations 

9 West 57th 号treet， New York , NY 10019-2791 
TEL: (212) 418-9453 

FAX: (212) 421-1674 

[イギリス]
Sony Financial Services (Eurooe] Limited 
Investor Relations 

1 Angel Court, London, 'EC2R 7HJ 
TEL: (071) 796-3717 

FAX: (071) 796-3033 

-定時株主総会
6月下旬東京にて開催

-独立監査人
フ。ライス ウォーターソ、ウス

千107 東京都港区北青山1-2-3 青山ピノレ

当年度のア二ユアル・レポートは、全ページ再生紙が使用されております。
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-株式名義書換代理人
東洋信託銀行株式会社

証券代行部

〒103 ' 東京都中央区日本橋1-5-3 西JII ピノレ

電話:(03) 3272-7311 

.ADR名義膏梅代理人、

Morgan Guaranty Trust Company of N ew Y ork 

60 Wall Street. New York. N.Y., 10260-0060 
TEL(212) 648-3215 

Shareholder Relations 

¥ TEL: (617) 774-4237 

圃副名義書挽代理人
Continental Illinois N ational Bank and Trust ComRany of Chicago 

Chicago, Illinois 

The Royal Trust Company 

(Co-Transfer Agent only) 

Montreal , Canada 

N ational Trust çompany, Limited 

(Co-Registrar only} 

Toronto, Canada 

-海外上場証券取引所
ニューヨー夕、ノfシフィック、ミッドウエスト、トロント、ロンドン、 f旬、

フランクフノレト、デュッセノレドノレフ、プリュツセノレ、アントワープ、ワィーン、

チとLーリッヒ、パーゼノレ、ジ、ュオ、ーフ守

-圏内上場証券取引所
東京、大阪、名古屋、福岡、札幌

-株主数
262， .956名 (1993年3月 31 日現在)
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